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※ スポーツ振興基金助成（アスリート助成を除く。）、競技強化支援事業助成における助成決定者及
び競技力向上事業助成、スポーツ振興くじ助成における助成事業者は、本手引に沿った会計処理を行
うこととします。 

 
※ スポーツ振興基金助成（アスリート助成を除く。）、競技強化支援事業助成においては、本文中の
「助成事業者」を「助成決定者」に、「助成事業」を「助成活動」に読み替えて適用するものとします。 

 
※ 本文中の要綱要領については、略称表記とする。 

競技力向上事業助成金交付要綱 競技力要綱 
競技力向上事業助成金実施要領 競技力要領 
スポーツ振興基金助成金交付要綱 基金要綱 
スポーツ振興基金助成金実施要領 基金要領 
競技強化支援事業助成金交付要綱 競技強化要綱 
競技強化支援事業助成金実施要領 競技強化要領 
スポーツ振興くじ助成金交付要綱 くじ要綱 
スポーツ振興くじ助成金実施要領 くじ要領 
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１．助成事業の経理 
（競技力要綱第 20 条、競技力要領第 13 条、基金要綱第 21 条・基金要領第 13 条、競技強化要綱第 20
条・競技強化要領第 13条、くじ要綱第 21条・くじ要領第 13条） 

 
（１）区分経理 

助成金交付額の算定基礎となる「助成事業に要する経費（助成対象経費及び助成対象外
経費）」の経理は、イに掲げる収支簿の作成のほか、助成事業者が作成する会計帳簿にお
いても、助成事業以外の経理と明確に区分しなければなりません。 
※ 例えば、団体の会計帳簿において、補助科目や部門を設けて助成事業とそれ以外の
事業を区分していることや、会計システム等で助成事業のみを抽出した補助元帳等を
作成することが可能であることなどを指します。 

 
ア 専用口座の開設及び活用 

助成事業者（地方公共団体、競技力要綱の助成事業者及び基金要綱別記 3・5 の助成
決定者を除く。）及び間接助成事業者（地方公共団体及び競技力要綱の間接助成事業者
を除く。）は、金融機関に助成事業専用の口座を開設するとともに、助成事業に係る入
出金は、当該専用口座を活用する必要があります。 
また、助成金入金前の専用口座の活用に当たっては、自己資金を専用口座に入金した

上で、他の事業と区分した経理処理を行ってください。 
なお、支払相手の都合等により、助成事業と助成事業外の費用を一括して支払わなけ

ればならない場合、その金額を専用口座から助成事業外の一般口座に振り替えるか、明
細等により助成事業に係る経費の金額が明らかになるようにしてください。 
口座の開設に当たっては、お近くのスポーツくじ（toto・BIG）取扱い信用金庫を是

非ご利用ください。 
スポーツくじ（toto・BIG）取扱い信用金庫は、以下のホームページをご確認ください。 
⇒ https://www.e-map.ne.jp/p/kujimap/ 
 

イ 収支簿の作成 
助成事業に係る収支の報告は、他の経理と区分した収支簿（指定様式）を作成し、助

成金の使途を明確にしてください。（収支簿には、団体の運営に係る全ての経費（事務
経費、事務所賃料等含む）を計上するわけではありません。） 
収支簿には、収支簿ナンバー、入出金日、取引先、内容、経費区分、種別（現金又は

振込）、金額（支出額の場合は、助成対象経費、助成対象外経費の別等）及び差引残高
を記載するとともに、団体の会計帳簿と収支簿の整合性が取れるよう会計処理を行って
ください。 
なお、助成事業の収支簿をもって、区分経理した団体の会計帳簿とすることはできま

せん。助成事業に関する取引については、助成事業の収支簿とは別に、団体の会計帳簿
にも記帳してください。また、各科目の総額のみの記帳ではなく、個別の取引が確認で
きるように、日々記帳してください。 

 
※ 総合型地域スポーツクラブ活動助成のクラブマネジャー設置事業について、助成事業
の収支簿に記載する取引が賃金のみとなる場合でも、団体の会計帳簿に記帳する際、助
成事業に関する取引であることが分かるよう区分経理を行ってください。 

 
（２）収支に関する証拠書類の整理・保存 

助成事業の収支に関する証拠書類を紙媒体で保存する場合には、収支簿に記載された順
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番に整理し、クリアファイルや封筒等に入れるのではなく、ファイルに綴じ込む等紛失の
可能性の少ない方法で保存してください。 
助成事業の収支に関する証拠書類を電子データで保存する場合には、事業毎にフォルダ

を作成した上で契約毎にデータを区分するなど、証拠書類が収支簿と突合できるよう、内
容や性質が類推可能となる適切な名称を設定し保存してください。 
（スポーツ振興くじ助成については助成年度の翌年度から 10 か年度、スポーツ振興くじ
助成以外については助成年度の翌年度から 5か年度保管してください。） 
また、助成事業以外の収支に関する証拠書類と、助成事業の収支に関する証拠書類は、

紙媒体・電子データの別にかかわらず、区別して保管してください。 
なお、収支に関する証拠書類は、収支に関する証拠書類一覧表及び競技力要領第 13 条

第 2号、基金要領第 13条第 2号、競技強化要領第 13条第 2号、くじ要領第 13条第 2
号のとおりです。 
また、会計検査院等に当該書類の原本を提出する場合等、原本を保存することが困難で

ある場合は、その写に「原本は会計検査院に提出」等の事由を記載の上、保存してくださ
い。 
上記書類の保存制限期間中に助成事業者が解散する場合は、当センターにその旨連絡の

上、解散する助成事業者の代表者（助成対象事業と同内容の事業を他法人等に承継する場合
は、承継先の法人等の代表者）が引き継いで保存してください。 
 
※ 複数の事業について助成を受ける場合は、事業ごとに区別して整理・保管してくださ
い。特に、総合型地域スポーツクラブ活動助成において、活動基盤強化事業とクラブマ
ネジャー設置事業又は自立支援事業とクラブマネジャー設置支援事業を併せて実施す
る場合も、両事業分を区別して整理・保管してください。 
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＜収支に関する証拠書類一覧表＞ 

【提出必須書類】

経理区分

・
・

銀行振込伝票（又は領収書）
従事年月日・内容などの内訳が分かる書類（諸謝金・旅費等一覧表など）
［内訳が分かる書類で、確認が必要な項目]
・従事者名　　・教室（大会）名　　・実施場所　　　・従事年月日　　　・従事内容
・実施回数　　・謝金単価　　　　　・支払明細（源泉徴収額、差引支給額など）

・ 文字数や掲載ページ数が分かる書類

・ 委任状若しくは代理受領者と従事者の間で交わされた領収書

・ 諸謝金・旅費等一覧表又は旅費支給額の根拠となる書類

・ 銀行振込伝票（又は領収書）…助成事業者と旅行者の間で交わされたもの

・ 銀行振込伝票（又は領収書）…助成事業者と旅行業者等の間で交わされたもの

・ 支払金額の内訳が分かる書類（請求内訳書など）

［そのうち宿泊費が発生した場合に必要な書類］※請求内訳書などにより確認できる場合は省略可

・宿泊者が分かる書類（宿泊者の氏名が記載された宿泊明細など）

・ 換算レートが分かる資料（外国為替計算書、両替計算書等）

・ 滞在日数が確認できる資料（パスポートの写し等）

・ 履修教育機関の授業日が確認できる資料（シラバス等）

・ 銀行振込伝票（又は領収書）

・ 支払金額の内訳が分かる書類（請求内訳書など）

［内訳が分かる書類で、確認が必要な項目]

・購入した物（品名、規格など）　・個数　　・単価

・ 関係規程に定める「シンボルマーク」又は「ロゴマーク」等の表示が確認できるもの（スポーツ用具等
の場合）

・ 換算レートが分かる資料（外国為替計算書、両替計算書等）

・ 入札又は見積り合わせの結果が確認できる書類、契約書（１００万円以上の契約の場合）、

納品書、検収書（検査調書）

・ 授業で使用し、履修教育機関から購入する事を指示されたことが分かる資料（シラバス等）

賃　金 ・ 銀行振込伝票又は振込が確認できる書類

・ 給与明細又は賃金台帳（勤務日数・支払金額等が明記されているもの）

・ 活動報告書（クラブアドバイザー等配置事業の場合はクラブアドバイザー等活動報告書）

以下の書類について、写しを提出してください。
間接助成事業者から助成事業者への提出書類については、助成事業者の案内に従ってください。

実績（中間）報告時

諸謝金
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

＜原稿執筆謝金を支給した場合＞

＜代理受領により支給した場合＞

旅　費
渡航費
滞在費
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

＜旅行者に旅費を支給した場合（旅行者が立替払を行った場合等）＞

＜助成事業者が旅行業者等と契約し旅行代金を支出した場合＞

＜渡航費（航空賃）が発生した場合に必要な書類＞

・    搭乗日、経路、航空券価格が分かる書類（領収書、eチケットの控え、搭乗証明書、予約確認表など）

＜外貨による支払いの場合＞

＜海外研さん活動において滞在費が発生した場合＞

＜能力育成教育において通学費が発生した場合＞

備品費
消耗品費
会議費
スポーツ用具
費
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

＜外貨による支払いの場合＞

＜大型スポーツ用品の設置においてスポーツ用具を購入した場合＞

＜能力育成教育において消耗品又はスポーツ用具を購入した場合＞

※　銀行振込の証拠として提出する伝票等には、依頼人（助成事業者）口座名義、振込先口座名義、取引日時、振込金額
　が明記されている必要があります（振込伝票に代えて、それらが記載されていない口座預金通帳を提出することはでき
　ません）。

※　現金払の証拠として提出する領収書等には、支払者（団体）名、支払金額、支払日、受領者名、受領者の印（サイ
　ン）、内容（品名・件名等）が明記されている必要があります。

※　地方公共団体は、銀行振込伝票（又は領収書）に代えて、出納機関の支出証明のある支出命令書の提出でも可としま
　す。

※　インターネットバンキングにより銀行振込を行う場合は、銀行振込伝票として銀行振込画面を印刷して提出してくだ
　さい。
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  【提出必須書類】

経理区分

・ 銀行振込伝票（又は領収書）

・ 関係規程に定める「シンボルマーク」又は「ロゴマーク」等の表示が確認できるもの（印刷物等の場
合）

・ 支払金額の内訳が分かる書類（施設や請負業者からの請求内訳書など）

［内訳が分かる書類で、確認が必要な項目]
　会場借料　　・使用施設名　・使用年月日　・単価　・回数　・使用時間　・利用目的
　物品借料　　・物品名　　　・使用年月日　・個数　・単価　・利用目的
　　（※利用目的が請求内訳書等から読み取れない場合は、但書き等に記載すること。）
　印刷製本費　・印刷物品名　・部数　　　　・単価
　通信運搬費　・送付（運搬）物品名　　　　・個数　・単価
　雑役務費　　・役務内容　　・役務内容積算内訳
　保険料　　　・保険期間　　・単価　　　　・被保険者

・ 燃料代、道路通行料金、駐車料金の領収書

・ 配布先内訳

・ 指定管理契約に係る書類（条例、協定書等）

・ 選手等の栄養管理を行っていることが分かる書類

（栄養士から宿泊施設へ指示をしている資料やそれに対する実際のメニュー表等）

・ 換算レートが分かる資料（外国為替計算書、両替計算書等）

委託費 ・ 銀行振込伝票（又は領収書）

・ 支払金額の内訳が分かる書類（請求内訳書など）

・ 検収書（検査調書）等委託費の確定額が分かる書類

・ 委任先が作成した収支決算書

・ 委任先の支出を証する書類（各経理区分に準じた銀行振込伝票、請求内訳書など）

・ 委任先に通知した委託金額の確定通知書

補助金 ・ 銀行振込伝票（又は領収書）

交付金 ・ 間接助成事業者が作成した収支決算書

・ 間接助成事業者の支出を証する書類（各経理区分に準じた銀行振込伝票、請求内訳書など）

・ 間接助成事業者に通知した補助金又は交付金の額の確定通知書

工事費 ・ 銀行振込伝票（又は領収書）

附帯設備費 ・ 請求書

設計監理費 ・ 入札又は見積り合わせの結果が確認できる書類

・ 工事請負契約書

・ 完了報告書

・ 検収書（検査調書）

・ 現場写真（スポーツ振興くじ助成の表示が確認できるものを含む。）

・ 事業の実施結果やロゴマークを表示した印刷物やホームページの写し

その他 ・ 銀行振込伝票（又は領収書）

（学費） ・ 在学証明書

・ 学費の内訳が分かる書類（履修教育機関の募集要項等）

実績（中間）報告時

以下の書類について、写しを提出してください。
間接助成事業者から助成事業者への提出書類については、助成事業者の案内に従ってください。

借料・損料
印刷製本費
通信運搬費
雑役務費
保険料
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

＜バス・車借料が発生し、併せて燃料代、道路通行料金、駐車料金が発生した場合＞

＜通信運搬費のうち通信費が発生した場合＞

＜指定管理施設に係る借料が発生した場合＞

＜管理栄養費が発生した場合＞

＜外貨による支払いの場合＞

＜実行委員会等の第三者に事務委任を行った場合＞

※　銀行振込の証拠として提出する伝票等には、依頼人（助成事業者）口座名義、振込先口座名義、取引日時、振込金額
　が明記されている必要があります（振込伝票に代えて、それらが記載されていない口座預金通帳を提出することはでき
　ません）。

※　現金払の証拠として提出する領収書等には、支払者（団体）名、支払金額、支払日、受領者名、受領者の印（サイ
　ン）、内容（品名・件名等）が明記されている必要があります。

※　地方公共団体は、銀行振込伝票（又は領収書）に代えて、出納機関の支出証明のある支出命令書の提出でも可としま
　す。

※　インターネットバンキングにより銀行振込を行う場合は、銀行振込伝票として銀行振込画面を印刷して提出してくだ
　さい。
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経理区分

収入（全般） ・ 収入の内訳が確認できる書類

・ 委嘱状（依頼文書）

・ 承諾書

・ 旅費等を併せて支払う場合は、支払金額の内訳が分かる書類

・ 専門的知識・能力を有する者であることが分かる書類（職務経歴等）

・ 議事録

・ 源泉徴収税払込書

・ 出張依頼（命令書）

・ 出張報告書

［そのうち宿泊費が発生した場合に必要な書類］

・銀行振込伝票（又は領収書）…旅行者と旅行業者（宿泊施設など）の間で交わされたもの

・支払金額の内訳が分かる書類（宿泊施設発行の請求内訳書など）

・宿泊者が分かる書類（宿泊者の氏名が記載された宿泊明細など）

［そのうち航空賃が発生した場合に必要な書類］

・搭乗日、経路、航空券価格が分かる書類（領収書、eチケットの控え、搭乗証明書、予約確認表など）

・ 道路通行料金、駐車料金の領収書

・ 移動経路及び移動距離が分かる資料

・ 必要その他やむを得ないことを示す理由書

・ 見積書

・ 契約書（１００万円以上の契約の場合）

・ 納品書（同上）

・ 検収書（検査調書）（同上）

・ 徴取したすべての見積書

・ 会議録（会議費のみ該当。日時、所要時間、場所、出席者、内容等が記載されたもの）

・ 支給物（飲料等）の数量が確認できる書類（参加者名簿等）

・ 見積書

・ 納品書

・ 徴取したすべての見積書

・ 契約書

・ 検収書（検査調書）

賃金 ・ 勤務時間、労務内容が確認できる書類（作業日報、管理簿等）

・ 源泉徴収税払込書

・ 源泉徴収税の納期の特例の承認に関する申請書

諸謝金
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの） ＜会議出席謝金を支給した場合＞

＜源泉徴収を行った場合＞

【必要に応じ提出】
以下の書類は提出必須ではありませんが、助成事業者において保管してください。
（内容確認のため、提出を求める場合があります。）

実績（中間）報告時

＜旅行者に旅費を支給した場合（旅行者が立替払を行った場合等）＞

＜車賃が発生した場合＞

＜タクシー代を支給した場合＞

＜旅行会社等で切符等を手配した場合＞

旅　費
渡航費
滞在費
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

＜代表者等構成員が経営する企業等と契約した場合＞

＜代表者等構成員が経営する企業等と契約した場合＞

＜１００万円以上の契約の場合＞

＜源泉徴収を行った場合＞

＜源泉徴収税の納期の特例を受けている場合＞

備品費
消耗品費
会議費
スポーツ用具
費
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

※　提出の有無にかかわらず、全ての書類は助成事業者において、助成年度の翌年度からくじ助成は１０か年度、くじ助
　成以外は５か年度保管してください。
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経理区分

・ 見積書

・ 納品書

・ 徴取したすべての見積書

・ 契約書

・ 検収書（検査調書）

委託費 ・ 見積書

・ 仕様書

・ 委託契約書

・ 完了報告書

・ 委任先が作成した事業計画書

・ 委任先に提示した実施要項

・ 委任先に通知した委任通知書、委任先から提出された承諾書

・ 委任先から提出された事業報告書

補助金 ・ 補助金、交付金の交付要綱

交付金 ・ 間接助成事業者に通知した交付決定通知書

・ 間接助成事業者から提出された事業報告書

場合別

・ 確定申告書の控えの写し…無い場合は、所得証明書の原本

・ 兼業・兼職先の従事時間が分かる記録簿（タイムカード等）

・ 議事録…理事会等において、上記の兼業・兼職先の従事時間が分かる記録簿（タイムカード等）と

　　　　助成対象となる業務の従事時間が、重複していないことを確認したことが分かる書類

・ 所得証明書の原本

・ 兼業・兼職先の勤務時間・勤務日等が分かる記録簿（タイムカード等）

・ 雇用契約書…賃金・勤務時間・勤務日等が確認できるもの

・ 勤務証明書…下記の記載事項があるもの。様式は任意

　　　　　　[必要な記載事項]
　　　　　　被雇用者氏名、就業（採用）年月日、従事内容、役職、勤務場所、出勤曜日、
　　　　　　勤務時間、法人住所、法人代表者名

・ 役員が、職員を兼ねていない場合…個人事業主の場合と同様

・ 役員が、職員を兼ねている場合　…被雇用者の場合と同様

＜実行委員会等の第三者に事務委任を行った場合＞

※　提出の有無にかかわらず、全ての書類は助成事業者において、助成年度の翌年度からくじ助成は１０か年度、くじ助
　成以外は５か年度保管してください。

総合型地域スポーツクラブマネジャーや競技力向上事業助成金の「コーチ設置事業（スタッフ会議開催事業を除く。）」
において賃金又は謝金を受給している者が兼業・兼職の場合は、兼業・兼職先の従事時間と重複がないことを確認するた
め、以下の書類の提出を求める場合があります。

【必要に応じ提出】
以下の書類は提出必須ではありませんが、助成事業者において保管してください。
（内容確認のため、提出を求める場合があります。）

実績（中間）報告時

借料・損料
印刷製本費
通信運搬費
雑役務費
新型コロナウ
イルス感染症
対策経費（本
経理区分に係
るもの）

＜代表者等構成員が経営する企業等と契約した場合＞

＜１００万円以上の契約の場合＞

■兼業・兼職先の従事時間と重複がないことを証明する書類

提出物

個人事業主の
場合

被雇用者の場
合

役員の場合
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（３）事業収入 
事業収入は、助成事業の実施に起因して得られた収入のことです。助成金（間接助成事

業者の場合は助成事業者が交付する補助金等）はもちろん、参加者から徴収する参加料、
企業からの協賛金・寄附金等のほか、概算払により交付された助成金に係る銀行預金利息
も該当します。 
収支予算書・収支計算書・収支簿には、これらの諸収入全てを計上してください。 
※ 総合型地域スポーツクラブ活動助成「創設支援事業」「創設事業」「自立支援事業」
「クラブマネジャー設置支援事業」「活動基盤強化事業」「クラブマネジャー設置事
業」においては、体験会やスポーツイベントの実施により得られる参加料等収入を計
上してください。（年間を通じて行う運動・スポーツ活動の実施により得られる会費
（入会金、年会費、月会費等）やその他の収入（協賛金、広告料収入等）を計上する
必要はありません。） 

なお、助成事業者が第三者（以下「協賛企業」といいます。）から協賛金、寄附金その
他（名目を問いません。以下「協賛金等」といいます。）を受領する場合において、助成
事業者と協賛企業との間で、協賛企業に対する支出金額に連動して協賛金額を算定する旨
のあらかじめの合意がある場合など、支出金額の一部が協賛金等として還元されることが
あらかじめ分かっているにもかかわらず、当該還元部分も含めた支出金額を助成対象経費
として申請していると認められる場合には、当該還元部分について助成対象経費からの除
外又は交付決定の取消しを行います。 

 
（４）事業支出 

事業支出は、助成事業の実施に要した経費で、助成対象経費と助成対象外経費の総額です。（原
則として、助成対象期間終了の翌月末までには支出が完了している必要があります。） 
なお、助成対象期間（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日まで）外に発生した経

費は、令和 4 年度事業に要した経費とならないため、原則、助成対象経費となりません。 
また、助成対象期間内に発生した経費であっても、当該経費に係る契約等の履行（納品、

役務の完了等）が助成対象期間内に行われていない場合、助成対象経費とはなりません。 
例：前年度に納品されたスポーツ用具の支払を 4月に行った。 
例：レンタカーを 2月に予約したが、実際の乗車は翌年度となった。 
例：ホームページの新規作成を 1月に契約したが、完成が翌年度となった。 

 
ア 助成対象経費 

助成対象経費は、助成事業に直接必要な経費のみが対象となり、100％助成事業に要
したことが明確でなければなりません。 
助成対象経費は、労務に対する対価（諸謝金、賃金、雑役務費（派遣費））、従事

者の国内外の移動及び滞在に要する経費（旅費、渡航費、滞在費）、会場や設備等の
賃借等に要する経費（借料及び損料）、物品の購入に要する経費（スポーツ用具費、
備品費、消耗品費、会議費）、役務の提供に対する対価（印刷製本費、通信運搬費、
雑役務費（派遣費を除く）、保険料）、事業の委任に要する経費（委託費）等に区分
され、助成事業ごとに交付要綱別記により、それぞれ規定されています。 

 
イ 助成対象経費限度額 

アの助成対象経費は、各実施要領別表「助成対象経費の基準等」により基準額が規定
されており、助成対象経費に合致する内容の支出であっても、上記基準等に基づいて算
出された額が助成対象経費の限度額となります。 
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ウ 助成金の額 
助成事業に係る助成金の額は、当該事業の各経費区分における助成対象経費限度額の

合計額に、各交付要綱別記により規定された助成割合を乗じて得た額（千円未満切捨て）
が上限額となります。 

 
エ 助成対象外経費 

助成事業に要する経費のうち、アの助成対象経費に該当しない経費は全て助成対象外
経費となります。 
助成対象外経費であっても、助成事業に要する経費であることには変わりありません

ので、助成対象経費と同様に適切に経理処理を行い、経費は全て収支簿に計上して報告
してください。 

 
（５）その他 

ア 助成対象経費の支払対象者からの寄附金等の受取禁止 
助成事業者は、賃金の支払対象者（クラブマネジャー等）や謝金の支払対象者（指導

者、スタッフ等）、支払対象者と生計を一にする配偶者等親族から、寄附金等を受け取
ることを禁止します。また、支払対象者からの借入金について、後日返済を免除される、
助成事業者から支払対象者への返済が確認できない等、実質的に寄附金等としての受取
と認められる処理についても、同様に禁止します。 
なお、不正行為等が判明した場合、当該年度の助成金の返還はもちろんのこと、過去

に遡って調査を行い、加算金を上乗せした過去の助成金の返還や翌年度以降の助成金の
助成対象者から除外するだけでなく、刑事告発等を行う場合があります。 

 
イ 実績報告書の作成 

実績報告書（収支計算書及び収支簿）の作成に当たっては、提出期限時点までの事業
の支出入の状況を、全て記入してください。 
※ 未収金や未払金がある場合は、その予定も漏れなく記入してください。 
※ 未払金がある場合は、支払いが完了するまで、原則として助成金の精算払は行い
ません。（委託先との精算についても、これに該当します。） 

 
＜参考＞環境物品等の調達の推進について（グリーン購入法）  

事業者及び国民は、物品を購入、借り上げや役務の提供を受ける場合は、できる限り環境物
品等を選択するように努めることとされています。（法第5条） 
助成事業の実施に関し、物品購入等の取引を行う際は、下記ホームページをご参照ください。 

○ 環境省ホームページ（グリーン購入法.net） 
 https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/ 
○ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（抜粋） 
（定義） 
第二条 この法律において「環境物品等」とは、次の各号のいずれかに該当する物品又は役務をいう。 
 一 再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料又は部品 
 二 環境への負荷の低減に資する原材料又は部品を利用していること、使用に伴い排出される

温室効果ガス等による環境への負荷が少ないこと、使用後にその全部又は一部の再使用又は
再生利用がしやすいことにより廃棄物の発生を抑制することができることその他の事由に
より、環境への負荷の低減に資する製品 

 三 環境への負荷の低減に資する製品を用いて提供される等環境への負荷の低減に資する役務 
（事業者及び国民の責務） 
第五条 事業者及び国民は、物品を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受ける場合に
は、できる限り環境物品等を選択するよう努めるものとする。 



２．助成対象経費の支払 

- 12 - 

２．助成対象経費の支払 
（競技力要綱第 20 条、競技力要領第 13 条、基金要綱第 21 条・基金要領第 13 条、競技強化要綱第 20
条・競技強化要領第 13条、くじ要綱第 21条・くじ要領第 13条） 

 
（１）助成対象経費の処理 

助成対象経費の執行は、助成事業者が定めた会計諸規程等に基づいて、１（２）の書類
により処理を行ってください。 

 
（２）支払方法 

助成対象経費の支払は、本邦の通貨（円）とし、助成事業専用口座からの、口座間の銀
行振込を原則とします。（助成金の管理の観点から、支払の相手方に銀行振込依頼書を提
出してもらい、銀行振込による支払を行ってください。） 
現金により支出する場合には、以下の①～③のいずれかに該当する場合に限り、例外的に

助成対象経費となります。 

① スポーツ大会や発掘・育成事業等の開催にあたり、謝金及び旅費の支払の相手方（実
技指導補助者や選抜された競技者等）への銀行振込に必要な情報を、事前または事後に
把握することが困難で、当日速やかに支払わなければならない場合 

② 会場借料等で銀行振込に対応しておらず、現金による支払を行う必要がある場合 
③ 選手・指導者研さん活動助成における支払の場合 
 

なお、上記①及び②の場合において、現金により支出する場合には、（専用）口座から
支出金額を引き出して支払を行い、当該支払金額の領収書を徴取してください。  

 
また、競技力向上事業助成金、スポーツ振興基金助成金「スポーツ団体選手強化活動助

成」及びスポーツ振興くじ助成金「将来性を有する競技者の発掘及び育成活動助成」を除
き、個人による立替払が行われている場合は、銀行振込・現金による支払のいずれであっ
ても、原則、対象外経費となります。（ただし、国内旅費・外国旅費とそれに伴う経費（例
：国内移動に必要なレンタカーの借料）及び通信運搬費は除く。） 
 

※ （専用）口座からの引出金額が複数の支払金額の合計額である場合は、会計帳簿等に
おいて内訳が分かるように記載してください。 

 

※ 助成事業の一部を第三者（加盟団体等）に委託して実施する場合又は間接助成事業者
に補助金・交付金を交付して実施する場合においても、第三者又は間接助成事業者によ
る助成対象経費の支払は口座間の銀行振込を原則とします。委託に関する事項について
は、41～57ページ、補助金・交付金に関する事項については、58～59ページをご参照
ください。 

 

※ 一定額の現金を出納管理する場合は、管理者を定め、現金出納簿（様式任意）を作成
してください。 
なお、総勘定元帳等の団体の会計帳簿における現金科目の帳簿をもって現金出納簿と

する場合でも、仮払金等の出納を含め、漏れなく日々記帳してください。 
 

※ 領収書の宛名が団体名と相違する場合は、助成対象経費となりません。 
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○ 外国の通貨による支払 
外国の通貨により支払を行わなければならない場合は、必要最低限の経費にとどめ

てください。 
この場合の助成対象経費の額は、次のいずれかの外国為替（ＴＴＳ）レートにより

算出してください。（1円未満切捨て） 
※ 当日の為替レートが確認できる書類を保存してください。 
１）現金で支払った場合は、外国の通貨への両替時のレート（両替時のレートが不明
な場合は、領収書発行日付（現に支払った日）の為替相場の TTSレート 

２）外国送金の場合は、支払日（取引日） 
なお、外国の通貨の両替、精算に伴い発生する為替差損益についても、収支簿・収

支計算書に計上してください。 



３．助成対象経費の執行 

- 14 - 
 

３．助成対象経費の執行 
（競技力要綱第 23 条、競技力要領第 13 条、基金要領第 13 条、競技強化要領第 13 条、くじ要綱第 24
条・くじ要領第 13条） 

 
① 諸謝金 
（１）謝金支給規程の決定 

謝金は、労務に対する対価を謝礼（報酬）として支出するものです。 
※ 労務従事者を助成事業者が雇用する場合は賃金となります。 

謝金を支給するに当たっては、あらかじめ、助成事業者において労務の内容等に応じて
謝金の額を機関決定（謝金支給規程を作成）しておく必要があります。謝金の額は、助成
事業者による雇用でないため労務の内容や難易度等によって区分し決定します。 

 
以下の事例は、労務内容ごとの区分方法です。 
 
例：実技指導者の指導レベル・指導内容によって区分する必要がある場合 

⇒ 有資格者である実技指導者と、無資格者でも従事できる実技指導補助者（ボ
ール拾い等に要する補助者等）に区分し、それぞれ相応の単価を設定 

 
また、支給単位は、労務の実態に即した単位（月・日・時間・回等）を設定します。 

 
（２）労務の依頼・承諾 

謝金の支給に当たっては、あらかじめ相手方に労務の依頼を行い、その承諾を得ます。
（依頼文書の作成、承諾書・銀行振込依頼書の徴取） 

 
（３）労務の従事確認 

謝金を支出するには、労務の実態が伴わなければなりません。労務の従事者が依頼した
内容に沿って従事したことを確認（諸謝金・旅費等一覧表の作成）してください。 
従事確認に当たっては、次のとおり取り扱います。 
 
○ 大会の開催や合宿の実施等に従事する場合の従事確認 

実施要項等により、あらかじめ定めた従事者、従事内容等が明確であり、かつ、実
際にそのとおりに実施された場合は、実施責任者（可能な限り、従事者以外の者が務
めること）がその内容について証明することにより確認したこととみなします。 

 
○ 労務に自宅で従事する場合の従事確認 

労務の内容等により、あらかじめ定めた従事者、従事内容、従事時間及び自宅で労
務を行う理由等が明確であり、かつ、実際にそのとおりに実施された場合は、監督責
任者がその内容について、成果物、メール等の資料を基に証明することにより確認し
たこととみなします。 

 
（４）謝金の支払 

謝金の支払は、原則、（３）の労務の従事を確認後、労務従事者に対して銀行振込によ
り支払います。 
ただし、現金により支出する場合には、以下に該当する場合に限り、例外的に助成対象

経費となります。 
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なお、現金により支給しなければならない場合は領収書（宛名、金額、受領者名及び受
領日が明記してあるもの）を徴取します。 

 
○ スポーツ大会や発掘・育成事業等の開催にあたり、謝金の支払の相手方（実技指導
補助者等）への銀行振込に必要な情報を、事前または事後に把握することが困難で、
当日速やかに支払わなければならない場合 

 
また、謝金の支払先（受領者）が従事者本人ではない（代理受領）場合は、あらかじめ

委任状を徴取し、代理受領者へ銀行振込を行います。（代理受領者に支払後は、労務従事
者が受領したことを確認する必要があります。（代理受領者への受領書の写し等を徴取）） 
なお、以下の事例は、助成対象経費となりませんので、ご注意ください。 
 
○ 労務（従事）の確認ができない謝金・賃金の支出のケース 

例：謝金の領収書は徴収されているが、従事者が労務した日時等が確認できない。 
⇒ 必ず諸謝金・旅費等一覧表を作成してください。 
（労務した日ごとに従事者及び監督者の確認を行ってください。） 

 
○ 競技力向上事業助成金の「コーチ設置事業（スタッフ会議開催事業を除く。）」に
おいて賃金又は謝金を受給している者に対する、当該労務以外に対する謝金 

 
〇 クラブマネジャーがクラブマネジャー設置（支援）事業において、賃金を受給して
いるケース 

  例：クラブマネジャーがクラブマネジャー設置（支援）事業において、賃金を受給
している一方で、スポーツ教室の実技指導者として謝金を受領した。 

 
また、以下の事例は、適切に手続きがなされていないと助成対象経費となりませんので、

ご注意ください。 
 
○ 兼業・兼職をしており、助成対象となる労務に従事している時間と兼業・兼職先の
業務に従事している時間が重複しているケース 
例：助成団体とは別の、雇用されている会社の就業時間中に、助成団体のスポーツ

教室の実技指導を行い、謝金を受領した。 
⇒ 兼業・兼職先の業務に従事している時間については、助成の対象となりま
せん。 

 
○ 助成事業者の代表者等議決権を有する構成員が助成対象経費として諸謝金等の支
給を受けるケース 
例：助成事業者である総合型地域スポーツクラブの代表者が、スポーツ教室の実技

指導者として謝金を受領した。 
⇒ あらかじめ理事会等において代表者に対する謝金を支給することについ
て機関決定の上、支給時には監事若しくは経理担当者（監事若しくは経理担
当者が受給者の場合は代表者）の承認を得た上で処理を行ってください。 

※ 機関決定に当たっては、助成金の申請についての機関決定ではなく、利益
相反防止の観点から、代表者等議決権を有する構成員への諸謝金等の支給に
ついてあらためて機関決定した上で、議事録に「法人／団体として承認する」
旨を明記してください。 
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※ 当該機関決定会議において、謝金の支給を受ける代表者等構成員は議決権
を有しません。（議事録に退場した旨を明記してください。） 

 
（５）源泉徴収税の納付 

所得税法第6条の規定により、給与や報酬等の支払をする者は、その支払に係る金額に
つき源泉徴収を行うことが義務づけられています。 
源泉徴収を行う場合は、謝金等の支払金額から源泉徴収額を差し引いた金額を支給す

る旨、相手方に通知してください。 
また、助成事業に要する経費について、源泉徴収を行った場合は、納税を証する書類

を保管してください。 
源泉徴収の実施に当たっては、個人別の内訳が分かるよう、取引ごとの源泉徴収対象

総額や徴収額を記載した、源泉徴収税の納付に関する管理表等を作成し、適切に処理を
行ってください。 

 
なお、助成事業の収支簿には、支払対象者への振込額と源泉徴収額を分けて記載する

必要はありません。源泉徴収前の金額のみを計上してください。 
 
※ 源泉所得税を徴収する際は、復興特別所得税を併せて徴収する必要があります。 

 
※ 謝金（報酬）と併せて旅費を支払う場合は、謝金と旅費の合計額を源泉徴収の対象
とする必要があります。（謝金の支払者［助成事業者］が、交通機関等へ通常必要な
範囲の交通費や宿泊費などを直接支払った場合は、報酬に含めなくてもよい［旅費の
み源泉徴収の対象外としてもよい］ことになっています。） 

 
※ 源泉徴収に関する取扱い等の詳細については、所轄の税務署にお問い合わせください。
お問い合わせの際は、源泉徴収の方法や税率等、税務署とのやりとりを記録し、後日確
認できるようにしてください。（内容について、センターから確認する場合があります。） 
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○ 国税庁ホームページ（タックスアンサー（よくある税の質問）／源泉所得税） 
 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/gensen.htm 
 
○ 所得税法（抜粋） 
第四編 源泉徴収 
第二章 給与所得に係る源泉徴収 
（源泉徴収義務） 
第百八十三条 
 居住者に対し国内において第二十八条第一項（給与所得）に規定する給与等（以下この章にお
いて「給与等」という。）の支払をする者は、その支払の際、その給与等について所得税を徴収
し、その徴収の日の属する月の翌月十日までに、これを国に納付しなければならない。 
 
（賞与以外の給与等に係る徴収税額） 
第百八十五条 
 次条に規定する賞与以外の給与等について第百八十三条第一項（源泉徴収義務）の規定により
徴収すべき所得税の額は、次の各号に掲げる給与等の区分に応じ当該各号に定める税額とする。 
 一 給与所得者の扶養控除等申告書を提出した居住者に対し、その提出の際に経由した給与等

の支払者が支払う給与等 次に掲げる場合の区分に応じ、その給与等の金額（ロ、ハ、ニ又
はヘに掲げる場合にあつては、それぞれ当該金額の二倍に相当する金額、当該金額の三倍に
相当する金額、給与等の月割額又は給与等の日割額）並びに当該申告書に記載された源泉控
除対象配偶者及び控除対象扶養親族（二以上の給与等の支払者から給与等の支払を受ける場
合には第百九十四条第一項第六号（給与所得者の扶養控除等申告書）に規定する源泉控除対
象配偶者及び控除対象扶養親族とし、当該申告書に記載された源泉控除対象配偶者又は控除
対象扶養親族が同条第四項に規定する国外居住親族（第百八十七条（障害者控除等の適用を
受ける者に係る徴収税額）及び第百九十条第二号ハ（年末調整）において「国外居住親族」
という。）である場合には第百九十四条第四項に規定する書類の提出又は提示がされた源泉
控除対象配偶者及び控除対象扶養親族に限る。次条において「主たる給与等に係る源泉控除
対象配偶者及び控除対象扶養親族」という。）の有無及びその数に応ずる次に定める税額 

  イ 給与等の支給期が毎月と定められている場合 別表第二の甲欄に掲げる税額  
  ホ 給与等の支給期が毎日と定められている場合 別表第三の甲欄に掲げる税額  
二 前号及び次号に掲げる給与等以外の給与等 次に掲げる場合の区分に応じ、その給与等の
金額（ロ、ハ、ニ又はヘに掲げる場合にあつては、それぞれ当該金額の二倍に相当する金額、
当該金額の三倍に相当する金額、給与等の月割額又は給与等の日割額）、従たる給与につい
ての扶養控除等申告書の提出の有無並びに当該申告書に記載された第百九十五条第一項第
三号（従たる給与についての扶養控除等申告書）に規定する源泉控除対象配偶者及び控除対
象扶養親族（当該源泉控除対象配偶者又は控除対象扶養親族が同条第四項の記載がされた者
である場合には、同項に規定する書類の提出又は提示がされた源泉控除対象配偶者及び控除
対象扶養親族に限る。）の数に応ずる次に定める税額 

  イ 給与等の支給期が毎月と定められている場合 別表第二の乙欄に掲げる税額  
  ホ 給与等の支給期が毎日と定められている場合 別表第三の乙欄に掲げる税額  
三 労働した日又は時間によつて算定され、かつ、労働した日ごとに支払を受ける給与等で政
令で定めるもの その給与等の金額に応じ、別表第三の丙欄に掲げる税額 

２ 前項第一号及び第二号に規定する月割額又は日割額の意義その他同項の規定の適用に関し
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必要な事項は、政令で定める。※所得税法施行令第三百九条 
 
第四章 報酬、料金等に係る源泉徴収 
（源泉徴収義務） 
第二百四条 
 居住者に対し国内において次に掲げる報酬若しくは料金、契約金又は賞金の支払をする者は、
その支払の際、その報酬若しくは料金、契約金又は賞金について所得税を徴収し、その徴収の日
の属する月の翌月十日までに、これを国に納付しなければならない。 
一 原稿、さし絵、作曲、レコード吹込み又はデザインの報酬、放送謝金、著作権（著作隣接
権を含む。）又は工業所有権の使用料及び講演料並びにこれらに類するもので政令で定める
報酬又は料金 ※所得税法施行令第三百二十条 

 
（徴収税額） 
第二百五条 
 前条第一項の規定により徴収すべき所得税の額は、次の各号の区分に応じ当該各号に掲げる金
額とする。  
一 前条第一項第一号、第二号、第四号若しくは第五号又は第七号に掲げる報酬若しくは料金
又は契約金（次号に掲げる報酬及び料金を除く。）その金額に百分の十（同一人に対し一回
に支払われる金額が百万円を超える場合には、その超える部分の金額については、百分の二
十）の税率を乗じて計算した金額 

 
○ 所得税法施行令（抜粋） 
（日払の給与等の意義） 
第三百九条 

法第百八十五条第一項第三号 （賞与以外の給与等に係る徴収税額）に規定する政令で定め
る給与等は、日日雇い入れられる者が支払を受ける給与等（一の給与等の支払者から継続して
二月をこえて支払を受ける場合におけるその二月をこえて支払を受けるものを除く。）とする。  

 
（報酬、料金、契約金又は賞金に係る源泉徴収） 
第三百二十条 

法第二百四条第一項第一号（源泉徴収義務）に規定する政令で定める報酬又は料金は、テー
プ若しくはワイヤーの吹込み、脚本、脚色、翻訳、通訳、校正、書籍の装てい、速記、版下（写
真製版用写真原板の修整を含むものとし、写真植字を除くものとする。）若しくは雑誌、広告
その他の印刷物に掲載するための写真の報酬若しくは料金、技術に関する権利、特別の技術に
よる生産方式若しくはこれらに準ずるものの使用料、技芸、スポーツその他これらに類するも
のの教授若しくは指導若しくは知識の教授の報酬若しくは料金又は金融商品取引法第二十八
条第六項 （通則）に規定する投資助言業務に係る報酬若しくは料金とする。 

 
○ 所得税基本通達（抜粋） 
（報酬、料金等の性質を有するもの） 
204-2 法第204条第1項第1号、第2号及び第4号から第7号までに掲げる報酬、料金又は契約金
の性質を有するものについては、たとえ謝礼、賞金、研究費、取材費、材料費、車賃、記念品
代、酒こう料等の名義で支払うものであっても、同項の規定が適用されることに留意する。 
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○ 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措
置法（抜粋） 

（個人に係る復興特別所得税の税率） 
第十三条 
 個人に対して課する復興特別所得税の額は、その個人のその年分の基準所得税額に百分の二・
一の税率を乗じて計算した金額とする。 
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講師等依頼文書（例） 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

○ ○ ○ ○ 様 

 

 

   ○○総合型地域スポーツクラブ 

      会 長   ○ ○ ○ ○    

 

 

令和○年度○○教室講師について（依頼） 

 

 

 当クラブでは、令和○年度において標記教室を実施することとしております。 

 つきましては、貴方に実技指導の講師をお願いしたく、ご承諾くださいますようお願いします。 

 ご承諾の際は、別紙承諾書に記名・押印の上、ご返送くださいますよう重ねてお願いします。 

 なお、当クラブの規程に基づき、従事に係る謝金及び旅費を支給します。 

 

 

  

  

［ご連絡先］            

事務局 ○○           

電 話 △△△△－△△－△△△△ 
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承  諾  書（例） 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

○○総合型地域スポーツクラブ会長 殿 

 

 

       住 所 

  

  

       氏 名  ○ ○ ○ ○  

 

 

令和○年○月○日付けで依頼のありました令和○年度○○教室の実技指導講師について、承

諾します。 
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銀行振込依頼書（例） 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 ○○総合型地域スポーツクラブ会長 殿 

 

 

                                                 氏 名            

 

 

銀 行 振 込 依 頼 書                    

 

 

私に支給される「 謝金 ・ 旅費 」は、下記の口座に振り込み願います。 

 

記 
 
 
     郵 便 番 号               － 
 
 
     住 所      
 
 
      連絡先電話番号           －           － 
 
 
                                                       
     （フリガナ）                 （フリガナも必ずご記入ください。）                                        
     口 座 名 義                                         （銀行に登録した口座名義をご記入ください。） 
 
 
                     銀  行            支 店 
      金融機関名            信用金庫            出張所 
 
 
               金融機関コード                  店舗コード 
 
 
 
     預貯金種別      普通預金  当座預金    （登録口座の種別に○を付してください。） 
 
 
     口 座 番 号                                                       
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支払明細書（例） 
 

 

令和  年  月  日 

 

 

支払明細書 
 

 

氏   名  殿 

 

 

〒○○○-○○○ 

○○県○○市○○町○番○号 

△△総合型地域スポーツクラブ 

 
 

金     円也 
 

 

下記のとおり貴方の指定口座に  月  日にお振込みします。 

 

 

 

 

※但し、  月  日開催 ○○教室に係る実技指導謝金として 
 

謝  金   円 

源泉徴収額   円 

差引支払額   円 
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諸謝金・旅費等一覧表（例） 
 
 

 
※ 「諸謝金・旅費等一覧表」
は、JSCのホームページから 
ダウンロードの上、作成して 
ください。 

収支簿
No.

労務内容 支給方法

1：片道

2：往復

○○コーチ スタッフ
うち

対象経費以外
(▲10,000 円)

4/1
自 4 月 1 日 起点 ○○駅 合宿参加

うち

対象経費以外

山田一郎 2日 支給額 20,000 円
4/2

至 4 月 2 日 終点 ○○バス停 ○○青年の家 支給額

○○コーチ 強化スタッフ
うち

対象経費以外
( 円)

4/2
自 4 月 1 日 起点 〇〇市〇〇町〇〇-〇〇 合宿参加

うち

対象経費以外

川田二郎 1日 支給額 10,000 円
4/2

至 4 月 2 日 終点 〇〇町〇〇〇-〇 ○○青年の家 支給額

○○コーチ スタッフ
うち

対象経費以外
( 円)

8/1、8/2
自 8 月 1 日 起点 合宿参加

うち

対象経費以外

佐藤三郎 3日 支給額 30,000 円
8/3

至 8 月 4 日 終点 ○○アリーナ 支給額

○○コーチ スタッフ
うち

対象経費以外
( 円)

10/1
自 10 月 1 日 起点 合宿参加

うち

対象経費以外

伊藤四郎 2日 支給額 20,000 円 至 10 月 3 日 終点 ○○体育館 支給額

○○指導員
サッカー教室

実技指導

うち

対象経費以外
( 円)

10/1
自 10 月 1 日 起点 〇〇市〇〇町〇〇-〇〇 教室開催

うち

対象経費以外

鈴木五郎 1日 支給額 4,000 円 至 月 日 終点 〇〇町〇〇〇-〇 ○○グランド 支給額

(▲10,000 円)

84,000 円

74,000 円

5・6・7・8 　 　

　

No.

所属役職
諸謝金

諸謝金

支給総額
従事日 旅行期間

行　程
用務及び

用務先氏    名 従事日数
起点：最寄駅・バス停（車移動の場合は住所） 　 　
終点：最寄駅・バス停（車移動の場合は住所）   

1 2：往復

2 1：片道

3 2：往復

4 2：往復

5 2：往復

うち対象経費以外の合計

支給額の合計
対象経費限度額の合計

収支簿No. 5

( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) (▲1,500 円) (▲4,000 円) ( 円) (▲5,500 円) (▲15,500 円)

円 0 円 0.0km 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 13,500 円 4,000 円 0 円 17,500 円 37,500 円

( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) 円) ( 円) ( 円) ( 円)

0 円 0 円 0.0km 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 円 円 0 円 10,000 円

( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) 円) ( 円) ( 円)

0 円 0 円 0.0km 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 円 円 0 円 30,000 円

( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) 円) ( 円) ( 円) ( 円)

0 円 0 円 0.0km 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 円 円 0 円 20,000 円

( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円) ( 円)

0 円 0 円 8.0km 296 円 0 円 0 円 0 円 592 円 円 円 円 592 円 4,592 円

(▲0 円) (▲1,500 円) (▲4,000 円) (▲0 円) (▲5,500 円) (▲15,500 円)

592 円 13,500 円 4,000 円 0 円 18,092 円 102,092 円 円

592 円 12,000 円 0 円 0 円 12,592 円 86,592 円

※交通費、宿泊費及び雑費の金額は、網掛け欄に記入する。

　車賃の距離の欄は、当該行程の乗車距離の合計。交通費、宿泊費及び雑費の上段（　）書き「うち対象経費以外」とは、

　下段の額のうち、対象経費限度額を除いた額（収支簿の「限度額との差」と「対象外経費」を足し合わせた額）。

旅費・滞在費

総額 源泉徴収額 その他立替 本人支給額

代理受領者氏名
（本人ではなく代理

者に支給した場合の

み記入）

対象経費

限度額

備考

（補足内訳等）

　
旅費・滞在費

支給額計    
鉄道・バス賃 車　賃 船　賃

航空賃乗車賃 特急料金等

片道当たりの交通費
交通費

支給額計

個人支給

宿泊費

旅行雑費

（国内日当）

滞在費

（海外日当）
距離 ・ 支給額 有料道路 駐車料金

36,374 円 22,000 円

適当な公共交通機関がな

いため車移動

6,126 円 5,000 円

8,979 円

山田一郎

10,000 円

復路は別事業で計上

1,021 円 円

26,937 円

山田一郎

30,000 円3,063 円 円

17,958 円

山田一郎

20,000 円2,042 円 円

4,592 円 4,592 円円 円

うち対象経費以外の合計

12,252 円 5,000 円 94,840 円

7 8

86,592支給額の合計

対象経費限度額の合計

収支簿No. 6
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領  収  書（例） 

 
 

 

                                  No.     

領   収   書 

 

 公益財団法人○○協会会長 殿 

 

金○○，○○○円也 

 

      但し、○○合宿参加謝金（令和○年○月分）として 

 

［内 訳］ 

  ○日、○日、○日、○日、○日 各１回 計５回 

    ５回×＠○，○○○円＝○○，○○○円 

    源泉徴収税（○○．○○％）   △ ○，○○○円 

    差引支給額      ○○，○○○円 

 

      令和  年  月  日 上記正に領収しました 

 

                  (住所) 

                  (氏名) ○ ○ ○ ○   

 

※ 源泉徴収税額については、所轄の税務署にお問い合わせの上、助成事業者において適切
に納付してください。 
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代理受領委任状（例） 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

委  任  状 

 

 

 ○○総合型地域スポーツクラブ会長 殿 

 

                                    

                                    住  所                                 

                                    氏  名    ＜委 任 者＞            

 

 

私に支給される 謝金・旅費 の受領方を下記の者に委任します。 

 

 

記 

 

 

住  所 

 

氏  名 

 

 

 

※ 助成事業者は、受領者が代理受領者から受領したことを確認（代理受領者への受領書の

写しを徴取する等）してください。 
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② 旅費、渡航費、滞在費 
※ 国内旅行中の食事や用務地での移動等にかかる費用として、旅行者に支給する旅行
雑費（日当）は、競技力向上事業助成金、スポーツ振興基金助成金「スポーツ団体選
手強化活動助成」及びスポーツ振興くじ助成金「将来性を有する競技者の発掘及び育
成活動助成タレント発掘・一貫指導育成事業（タレント発掘・一貫指導育成）」のみ
助成対象経費となります。 

 
（１）旅費支給規程の決定 

旅費は、助成事業者の構成員（役職員）や事業の実施のために依頼した講師等の用務遂
行に伴う旅行に要する経費です。 
旅費を支給するに当たっては、あらかじめ、助成事業者において旅費の支給規程を機関

決定（旅費支給規程を作成）しておく必要があります。 
 
（２）旅行の命令・依頼 

旅費の支給に当たっては、あらかじめ旅行の命令（又は依頼）を行い、助成事業に係る
旅行であることを明確にしてください。（旅行命令書又は依頼文書※の作成、銀行振込依
頼書の徴取） 
※ 労務の依頼文書に用務先の所在地が記載されている場合は、旅行の依頼をしたもの
とみなします。 

 
（３）旅費の支払 

旅費の支払は、旅行者に対して旅行に要する経費を支給する旅費のほか、当該旅行者の
旅行に係る交通費、宿泊費等の経費を、助成事業者が旅行業者等との契約により支出する
ケースが考えられます。 
旅費支給額の計算に当たっては、諸謝金・旅費等一覧表等、行程の内訳が分かる書類（支

払明細書）を作成してください。 
 

ア 旅行者に旅費を支給する場合 
ⅰ）支払時期 

旅行者に対する旅費の支給は、旅行前に概算額を支払い、旅行後に精算を行う方法
と、旅行者が実費を立て替えて旅行後に精算額を支払う方法があります。後者は旅行
者の経済的負担を伴いますので、旅費の支給に当たっては、あらかじめ支払時期を旅
行者に伝達してください。 
旅費の支払は、旅行者に対して原則、銀行振込により支払います。 
ただし、現金により支出する場合には、以下に該当する場合に限り、例外的に助成

対象経費となります。 
なお、現金により支給しなければならない場合は領収書を徴取します。 

 
○ スポーツ大会や発掘・育成事業等の開催にあたり、旅費の支払の相手方（実技指
導補助者や選抜された競技者等）への銀行振込に必要な情報を、事前または事後に
把握することが困難で、当日速やかに支払わなければならない場合 
なお 、代理受領の場合は、あらかじめ委任状を徴取し、代理受領者に銀行振込を

行います。代理受領者は、振込を受けた後、速やかに旅行者に支払いを行います。
旅行者が旅費を受領次第、助成対象者は旅行者からの受領書を徴取する必要があり
ます。 
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ⅱ）旅費の計算 
旅費支給額の算出に当たっては、以下について留意してください。 
 

○ 最も経済的な経路であることが優先されます。ただし、以下のように、最も経済
的な経路では、時間のロスが大きい等、旅行者や助成事業者にとって負担が大きい
と判断できる場合は、他の経路で算出することができます。 
 
・ 最も経済的な経路では、旅行時間又は運行時間の起因により用務開始時間に到
着できない若しくは宿泊を伴う旅行となり経済的ではない。 

 
・ 出発時間が早朝となる又は到着時間が夜間となる。 
（目安としては、発地最寄駅を 8:00前に出発又は 20:00以降に着地最寄駅に到
着する旅行とします。） 

 

・ 他の用務の都合により、最も経済的な経路による旅行が困難である。 
 

○ 乗車券等（特に航空券）については、出来る限り割引料金により調達するよう旅
行者に周知徹底してください。 

 
○ パック料金（交通費と宿泊料のセット料金）について、宿泊料相当額は、助成対
象経費の上限額である 12,000円とし、交通費相当額は、パック料金から宿泊料相
当額を差し引いた金額とします。 

 
イ 助成事業者が旅行業者等との契約により旅行代金を支出する場合 

助成事業に係る旅行に要する経費において、旅行者に支給される旅費の全部又は一部
について助成事業者が乗車券等の調達等を行う場合は、物品供給契約又は請負契約に基
づいて処理します。 
なお、助成事業者が公共交通機関から直接乗車券等を購入する場合で、見積書、納品

書及び請求書を徴取することが困難な場合は、当該料金が記載された当該乗車券等の写
しにより代えることができるものとします。 
※ 領収書は必ず徴取してください。 
 
また、宿泊料については、一泊当たりの宿泊料金の内訳が分かる請求明細等を徴取し

た上で、宿泊者の氏名及び当該事業における用務内容が分かる宿泊者リストを提出して
ください。 
なお、ホテル等事業者と契約する場合は、以下のとおり取り扱います。 
 

ⅰ）ホテル等事業者において完了報告書の発行が困難な場合は、当該旅行者の復命書（又
は報告書）をもって完了報告書に代えることができるものとします。 
※ 見積書と請求書は必ず徴取してください。 
 

ⅱ）ホテル等事業者との契約において前金払による契約によらざるを得ない場合は、精
算書を徴取してください。 

 
ⅲ）公的宿舎等において宿泊料金表が定められており、見積書の徴取が困難な場合は、
当該料金表をもって見積書の徴取に代えることができるものとします。 
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以下の事例において、適切に手続きがなされていない場合は、助成対象経費となりま

せんので、ご注意ください。 
 

○ 旅費（交通費）の支給額が定額となっているケース 
例：従事者に対する旅費を、経路等にかかわらず、1人一律 3,000円支給した。 

⇒ 旅費は実費弁償が原則であり、公共交通機関を利用することを前提として
います。 
 定額で支給した場合は、出発地からの行程・距離・公共交通機関利用時の
金額を報告する必要があります。公共交通機関利用時の金額と支給した定額
のいずれか低い方を助成対象経費とします。 
 

○ 旅費の支払先（受領者）が旅行者本人でないケース 
例：コーチ 5人分の旅費を代表者 1名に支払（振込）した。 

⇒ 代理受領を行う場合は、あらかじめ委任状を徴取し、旅行者が受領したこ
とを確認する必要があります。（代理受領者への受領書の写し等を徴取） 

 
（４）旅行完了の確認 

旅費を支出するには、旅行の実態が伴わなければなりません。旅行者が旅行を完了した
場合は、復命書（又は報告書）を徴取してください。 
ただし、スポーツ教室の実技指導や合宿参加に伴う旅行等、実際に用務地で労務を行っ

たことが諸謝金・旅費等一覧表で確認できる場合は、省略できるものとします。 
 
○ 競技力向上事業助成金「選手強化事業」、スポーツ振興基金助成金「スポーツ団体選手
強化活動助成」、スポーツ振興くじ助成金「将来性を有する競技者の発掘及び育成活動助
成」において、栄養管理プログラムを行う場合の宿泊料について 
標記助成事業を行う助成事業者において、選手の栄養管理プログラムを実施する場合の

食事代は、雑役務費として、助成対象経費となります。 
また、栄養管理プログラムを実施しない食事代は、宿泊料金に含まれる場合は、旅費（宿

泊料）として、助成対象経費となります。 
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③ スポーツ用具費、備品費、消耗品費 
※ 備品費は、競技力向上事業助成金「統括団体選手強化体制整備事業」、スポーツ振
興くじ助成金「天然芝維持活動事業」「ドーピング分析機器等整備事業」「マイクロ
バスの設置」のみ助成対象経費となります。 

 
※ 消耗品費は、スポーツ振興くじ助成金「天然芝維持活動事業」「国民体育大会冬季
大会開催支援事業」「国際スポーツ会議開催事業」「国際競技大会開催助成」及びス
ポーツ振興基金助成金「能力育成教育」のみ助成対象経費となります。 

 
（１）物品の調達（購入）について 

助成事業に必要な物品の調達（購入）に当たっては、次の点に留意してください。 
○ 調達物品とその数量は、当該年度の助成事業に必要な物品・数量であること。（実
施要領別表「助成対象経費の基準等」参照） 
※ 対象とならない例 
・ 事業計画にない物品を購入した。（想定していない事由により事業計画に記
載のない物品を購入する必要が生じた場合は、その事由を付すことにより対象
となる場合もあります。）  

・ 次年度以降の事業に使用する予定の物品を購入した。 
 
○ 物品の調達に当たっては、債務の履行（物品の納入）を確認する必要があることか
ら、物品代金の支払いは、原則、後払で行うこと。 

 
○ 調達物品は、当該物品が必要となるプログラム実施前に納品されること。 

※ 対象とならない例 
・ 助成事業者が所有している物品を当該プログラムに使用した後、使用数量分
だけ補充する形で当該物品を購入した。 

 
○ 助成対象経費として取得した物品の価格（税込額）が 1個又は 1組 50万円以上の
物品については、財産処分等に制限があります。また、財産管理台帳に記載した上で、
適切に管理してください。 
（財産管理台帳の作成については 65ページをご参照ください。） 

 
（２）見積書の徴取 

助成事業に必要な物品の調達（購入）に当たっては、あらかじめ当該物品の納入が可能
な業者等に当該物品の品名・規格・数量・納期等を提示した上で、見積書を徴取します。
（「能力育成教育」において、履修教育機関から購入先を指示された場合を除く。） 
提示する品名・規格等は、特定のメーカー・規格の物品を取得しなければ事業の実施が

困難な場合を除き、一定の品質・性能等を条件とした仕様書を作成して提示します。 
（取得価格（税込）が 1 個又は 1 組 50 万円未満の物品の購入で、契約金額が 100 万円
未満の契約の場合は省略できます。この場合、品名・規格・数量等の明細が記載された見
積書等を徴取してください。） 
また、経済的観点及び取得価格の妥当性等の観点から、なるべく二人以上の者から見積

書を徴取してください。 
※ 特に 100 万円以上の契約を行う場合は、ホームページによる調達公告の上、見積
合わせを行う等、助成対象経費の経済的・効率的執行に努めてください。 

※ 長期の単価契約や年間契約等においては、契約内容が従前と同一の場合でも、契約
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の更新時にあらためて二人以上の者から見積書を徴取してください。 
 
また、助成事業者の代表者等議決権を有する構成員が経営する企業又は個人事業所を相

手方として物品供給契約を締結する場合は、利益相反防止の観点から、理事会等機関決定
会議において承認の上、二人以上の者から見積書を徴取し、競争（入札）を行ってください。 
※ 当該機関決定会議において、契約締結の相手方となる代表者等構成員は議決権を有
しません。（議事録に退場した旨を明記してください。） 

 
（３）契約の締結 

（２）により徴取した見積書により、調達物品の見積金額が妥当であると判断した場合
は、物品供給契約を締結（契約書の作成）します。 
契約書の作成は、100万円以下の契約の場合には、省略できます。ただし、契約の締結

に当たっては、あらかじめ物品供給契約に関する一般的な約定事項（例えば、物品供給契
約基準）を提示する等、適正な手続きをとってください。 
なお、契約書を作成する代わりに請書（受注書）を徴取することも、契約を証する書類

として有効な手段となります。 
物品供給契約の締結により、助成事業者が助成事業に要する経費の支出を負担する行為

を行ったこととなります。したがって、立替払は原則助成対象経費となりません。 
 
（４）調達物品の納入・検査 

（３）の物品供給契約により契約の相手方（納入業者）が債務を履行（調達物品を納入）
した場合は、納品書を受領し調達物品の検収（検査調書の作成）を行ってください。 
検査調書の作成は、100万円以下の契約の場合には、省略できます。助成事業者が納入

物品の検収を完了した時点で、契約の相手方は、当該契約に係る債務の履行を完了したこ
ととなります。 

 
（５）請求書の受理 

（４）の検収後、契約の相手方から物品代金請求書及び銀行振込依頼書（請求書に口座
番号が記載されている場合を除く。）を受理します。 
※ できる限り詳細な内訳（件名・単価・数量等）が分かる請求書を徴取してください。 

 
（６）物品代金の支払 

（５）の請求書の受理後、契約の相手方の指定する銀行口座に代金を支払います。 
銀行振込に対応していない等、やむを得ない事由により、現金払によらざるを得ない場

合は、領収書を徴取してください。正当な理由なく、現金払を行った経費については、助
成対象経費となりません。 
また、以下の事例において、適切に手続きがなされていない場合は、助成対象経費と

なりませんので、ご注意ください。 
○ 調達物品を代金引換により購入したケース 

例：通信販売等で調達したスポーツ用具を代金引換にて支払った。 
⇒ 代金引換による購入は、原則不可。 
※ 調達物品が、代金引換でしか購入できないことが確認できる場合は、対象
となりえます。 
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検 査 調 書（例） 

 

 

金   額  金○，○○○，○○○円 

 

供 給 者  ○○株式会社 

 

品   名    ○○○○外（内訳明細は納品書のとおり） 

 

契   約  令和  年  月  日 

 

納   入  令和  年  月  日 

 

検   査  令和  年  月  日 

 

 

上記の物品は、検査の結果契約書に相違なく納入されたことを確認する。 

 

 

  

 令和  年  月  日 

  

  検 査 員 

  

   役 職 

    氏 名               
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④ 借料及び損料、印刷製本費、通信運搬費、雑役務
費、保険料 

※ 印刷製本費は、印刷業者等に請け負わせる経費のみ助成対象経費となります。 
（助成事業者が自ら印刷・製本する場合の費用については、対象となりません。） 
 

※ 通信運搬費は、原則、荷物運搬費及び送付物の封入・発送作業等を、会社等事業者
に請け負わせて実施する経費（目的、送付先、送付物の内容等の明細が確認でき、か
つ事業の実施に必要なものに限る。）のみ助成対象経費となります。 
（総合型地域スポーツクラブ活動助成（クラブアドバイザー等配置事業を除く。）に
おいては対象となりません。） 

 
※ 保険料は、競技力向上事業助成金「選手強化事業」「加盟競技団体選手強化体制整
備事業」「統括団体選手強化体制整備事業」、スポーツ振興基金助成金「スポーツ
団体選手強化活動助成」及びスポーツ振興くじ助成金「将来性を有する競技者の発
掘及び育成活動助成」「スポーツ国際貢献・協力活動事業」のみ助成対象経費とな
ります。 

 
（１）役務の提供について 

借料及び損料、印刷製本費、通信運搬費、雑役務費及び保険料は、会場賃借、大会プロ
グラム印刷、荷物運搬、看板作成、会場設営、大会チケット販売業務、傷害保険等、助成
事業に関する役務の提供（請負）に要する経費です。 
助成事業の実施に当たり、役務の提供を必要とする場合は、当該役務が履行可能な請負

業者との契約により事業を実施します。 
 
（２）見積書の徴取 

助成事業に必要な役務の実施に当たっては、あらかじめ当該役務の請負が可能な業者等
に役務の内容・方法・履行期限等を提示した上で、見積書を徴取します。 
役務の内容・手法等は、できる限り詳細な仕様書を作成して提示します。（大会プログ

ラムの印刷等軽微な契約の場合は省略できます。この場合、件名・仕様（手法）・数量等
の明細が記載された見積書を徴取してください。） 
見積書は、経済的観点及び取得価格の妥当性等の観点から、なるべく二人以上の者から

徴取してください。 
※ 特に 100 万円以上の契約を行う場合は、ホームページによる調達公告の上、見積
合わせによる競争を行う等、助成対象経費の経済的・効率的執行に努めてください。 

 
また、助成事業者の代表者等議決権を有する構成員が経営する企業又は個人事業所を相

手方として役務請負契約を締結する場合は、利益相反防止の観点から、理事会等機関決定
会議において承認の上、二人以上の者から見積書を徴取し、競争（入札）を行ってくださ
い。 
※ 当該機関決定会議において、契約締結の相手方となる代表者等構成員は議決権を有
しません。（議事録に退場した旨を明記してください。） 

 
なお、公共施設等の利用料や郵便等公共料金において、利用料金表が定められており、

見積書の徴取が困難な場合は、当該料金表をもって見積書の徴取に代えることができるも
のとします。 
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（３）契約の締結 
（２）により徴取した見積書により、役務請負の見積金額が妥当であると判断した場合

は、請負契約を締結（契約書の作成）します。 
契約書の作成は、100万円以下の契約の場合には、省略できます。ただし、契約の締結

に当たっては、あらかじめ請負契約に関する一般的な約定事項（例えば、製造請負契約基
準）を提示する等、適切に行ってください。 
なお、契約書を作成する代わりに請書（受注書）を徴取することも、契約を証する書類

として有効な手段となります。 
 
（４）完了報告・検査 

（３）の請負契約により契約の相手方（請負業者）が債務を履行（役務を提供）した際
は、完了報告書（製造請負等、仕様書に基づいた製造物を納入することにより債務の履行
が完了する場合は、納品書をもって完了報告書とみなします。）を受領し、契約書及び仕
様書に基づいて検収（検査調書の作成）を行ってください。 
検査調書の作成は、100万円以下の契約の場合には、省略できます。 
助成事業者が役務内容の検収を完了した時点で、契約の相手方は、当該契約に係る債務

の履行を完了したこととなります。 
なお、公共施設等の利用や郵便等公共料金に係る完了報告書については、当該施設の利

用日時において助成事業を実施したことが確認できる書類をもって代えることができる
ものとします。 

 
（５）請求書の受理 

（４）の検収後、契約の相手方から請負代金請求書及び銀行振込依頼書（請求書に口座
番号が記載されている場合は省略可。）を受理します。 
※ できる限り詳細な内訳（件名・単価・数量等）が分かる請求書を徴取してください。 
 

（６）請負代金の支払 
（５）の請求書の受理後、契約の相手方の指定する銀行口座に代金を支払います。会場

借料等で銀行振込に対応しておらず、やむを得ない事由により、現金払による契約によら
ざるを得ない場合は、領収書を徴取してください。正当な理由なく、現金払による支払を
行った経費については助成対象経費となりません。 
なお、以下の事例は、助成対象経費とならない場合がありますので、ご注意ください。 
○ 会場使用料が専有利用とならないもの 

例：一般利用者と同時に使用する状態で水泳教室を実施し、水泳プール利用料につ
いて、当日の参加者数分の利用料金を支払った。 
⇒ 会場借料は、専有利用となる場合のみ助成対象経費となります。 

※ スポーツ振興基金助成金「スポーツ団体選手強化活動助成」及びスポーツ振興く
じ助成金「将来性を有する競技者の発掘及び育成活動助成」のみ対象経費となります。 

 
○ 会場を年間契約等で借り上げる場合、当該利用金額の単価（1 時間、1 日当たり）
が確認できないもの 
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⑤賃金 
※ 競技力向上事業助成金「コーチ設置事業、加盟競技団体選手強化体制整備事業、統
括団体選手強化体制整備事業」、スポーツ振興くじ助成金「総合型地域スポーツクラ
ブマネジャー設置（支援）事業」「クラブアドバイザー等配置事業」「組織体制強化
事業」及び競技強化支援事業助成金「トップリーグ活性化のためのマネジメント機能
強化」の活動従事者のみ助成対象経費となります。 

 
（１）雇用条件の決定 

賃金は、助成事業を実施するために必要な人材（総合型地域スポーツクラブマネジャー
等）の雇用について、雇用された者（労働者）の勤務（労働）に対する対価に要する経費
です。 
したがって、労働者は、雇用期間において助成事業者に属し、その規律の下に労働を提

供することとなります。 
※ 雇用の形態をとらない場合は、賃金の助成対象経費とはなりません。 
 
助成事業を実施するために必要な人材を雇用するに当たっては、あらかじめ、助成事業者

において勤務の内容や条件等に応じた賃金の額を機関決定しておく必要があります。 
労働者が兼業・兼職の場合は、助成の対象となる業務に従事している時間と兼業・兼職

先の業務に従事している時間を明確に区分した上で、賃金の額を適切に設定する必要があ
ります。また、兼業・兼職先の業務に従事している時間については、タイムカード等で必
ず記録を取ってください。 
※ 兼業・兼職先との従事時間が明確に区分されていることを確認するため、関係書類
の提出を求める場合があります。提出書類については、6～9ページ「収支に関する証
拠書類一覧表」を確認してください。 

※ 兼業・兼職先の業務に従事している時間を、助成対象経費として計上することはで
きません。 

 
賃金の額は、労働の内容やその難易度とともに、雇用する労働者の履歴（学歴・職歴・

経験年数等）を勘案して決定します。（諸手当（超過勤務手当、通勤手当等）についても
助成対象経費に含まれます。） 
また、賃金の額の算出基礎となる支給単価は、勤務条件に即した単位（月・日・時間等）

を設定します。 
（例）1日の勤務時間が短時間（概ね 6時間以内）  ⇒ 時給 

1日 8時間勤務だが、勤務日数は週 4日以内 ⇒ 日給 
1日 8時間勤務、週休 2日         ⇒ 月給 

 
なお、支給単価の単位（時給、日給、月給等）にかかわらず、助成事業者において、実

施要領別表「助成対象経費の基準等」に定める上限額を超える単価又は支払額を定める場
合においては、「助成対象経費の基準等」に定める上限額で助成対象経費の限度額を算出
します。 
（例）クラブマネジャー（正）が時給 1,250円の雇用条件で 1日 9時間勤務 
   ⇒ 当該日の賃金（日給）の上限額は 10,000 円なので、10,000 円を助成対象

経費の限度額とする。 
 
※ 健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料等の事業主負担分は対象となりません。 
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※ 地方公共団体等から他事業を受託しているクラブが、委託元から受託料を受け取ってい
る場合は、他事業に従事している時間を助成対象経費として計上することはできません。 

※ 賃金については、都道府県ごとに定められた地域別最低賃金以上の額を定める必要
があります。 

（参考）厚生労働省最低賃金特設サイト https://pc.saiteichingin.info/ 
 
（２）雇用 

雇用は、（１）の勤務条件をホームページ等で公示し、履歴書による書類審査や面接等
を実施して採用を理事会等で機関決定します。 
採用予定者に採用の通知を行う際は、提示した雇用条件で採用となることについて、再

度確認する必要があります（雇用契約の締結）。あわせて、賃金の支払に必要となる銀行
振込依頼書を徴取しておきます。 
※ 雇用契約書等に記載が必要な事項は以下のとおりです。 
○ 労働契約の期間に関する事項  
○ 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項 
○ 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項  
○ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇
並びに労働者を二組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 

○ 賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期（金融機関休業
日に当たる場合の取扱いを含む）並びに昇給に関する事項 

○ 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 
 

なお、労働条件の策定に当たっては、労働関係法令を遵守し決定してください。 
※ 団体代表者（理事長等）が、被雇用者（クラブマネジャー等）になるような場合は、
契約書の団体代表者は、代表者以外の代理の者を立てる必要があります。 

 
（３）勤務時間・労務内容の管理 

賃金を支出するには、労働者の勤務時間・労務内容を適切に管理する必要があります。
毎出勤日に勤務の確認をしてください。 

※ 勤務時間及び労務内容の確認に当たっては、勤務時間管理員（監督者）を定める等、
適切に行ってください。 

  労働者が兼業・兼職の場合は、助成対象となる業務に従事している時間と兼業・兼
職先の業務に従事している時間との重複がないか、理事会等機関決定会議（以下「理
事会等」という。）で確認する必要があります。 

※ 当該理事会等において、当該クラブマネジャーは議決権を有しません。（議事録に
退場した旨を明記してください。） 

※ 労務の内容等により、あらかじめ定めた勤務時間及び自宅で勤務する理由等が明確
であり、かつ、実際にそのとおりに実施された場合は、勤務時間管理員（監督者）が
その内容について、成果物、メール等の資料を基に証明することにより、勤務時間の
確認をしたこととみなします。 

 
なお、助成金の額の確定に当たっては、勤務実態が支給基準に則していない場合、支給

単価の割り戻し（月額を日額相当に変更して算出）等により助成対象経費の限度額を算出
します。 
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（４）賃金の支払 
賃金の支払は、（３）の勤務時間及び労務内容確認後、労働者に対して支給します。 
支払は、必ず銀行振込としてください。（現金による支払の場合は助成対象経費となり

ません。） 
また、毎月 1 回以上、一定期日に支払がなされていない場合は、原則として助成対象経費

となりません。 
なお、以下の事例は、助成対象経費となりませんので、ご注意ください。 
○ 労務（従事）の確認ができない賃金の支出のケース 

⇒ 監督者が従事者の勤務時間及び労務内容の確認を行わず、適切に労務管理して
いない場合、助成の対象となりません。 

 
○ 指定管理業務を地方公共団体から受け、その体制図に総合型地域スポーツクラブの
クラブマネジャーが含まれるケース 
⇒ クラブマネジャーが体制図に含まれている場合、賃金は助成の対象となりません。 

 
また、以下の事例は、適切に手続きがなされていないと助成対象経費となりませんので、

ご注意ください。 
○ 兼業・兼職をしており、助成対象となる業務に従事している時間と兼業・兼職先の
業務に従事している時間が重複しているケース 
例：総合型地域スポーツクラブマネジャーが月給の条件で雇用されているが、勤務

時間内にクラブマネジャー業務に関わりのない大学運動部の非常勤コーチを
行っているケース 
⇒ 兼業・兼職先の業務に従事している時間については、助成の対象となりません。 

労務時間を明確に区分し、勤務実態に即した賃金単価を設定する必要があ
ります。 
なお、上記の内容で実績報告が提出された場合は、勤務の実態が支給基準

に則していないため、額の確定に当たっては、支給単価の割り戻し（月額を
日額相当に変更して算出）等により、助成対象経費限度額を算出します。 

 
○ 助成事業者である特定非営利活動法人等の代表者等議決権を有する構成員が助成
対象経費として賃金等の支給を受けるケース 
例：助成事業者である総合型地域スポーツクラブの代表者が、クラブマネジャーと

して賃金を受領した。 
⇒ あらかじめ理事会等において代表者に対する賃金を支給することについて機
関決定の上、支給時には監事若しくは経理担当者（監事若しくは経理担当者が受
給者の場合は代表者）の承認を得た上で処理を行う必要があります。 

 ※ 機関決定に当たっては、助成金の申請についての機関決定ではなく、利
益相反防止の観点から、代表者等議決権を有する構成員への賃金の支給に
ついてあらためて機関決定した上で、議事録に「法人／団体として承認す
る」旨を明記してください。 

※ 当該機関決定会議において、賃金の支給を受ける代表者等構成員は議決
権を有しません。（議事録に退場した旨を明記してください。） 



３．助成対象経費の執行 

- 38 - 
 

クラブマネジャー（正）の雇用条件（例） 
 

○○総合型地域スポーツクラブ 
令和○○年○月○日理事会決定 

 

 

雇用期間 
期間の定め有り 令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日まで 

                     更新可能性 〔☑有 □無〕 

業務の内容 クラブのマネジメント、経理事務等 

就業場所 ○○クラブハウス内事務所 

就業時刻 
及び 

休憩時間 
基本就業時刻 ９時００分から １８時００分まで〔うち休憩時間６０分〕 

休日 土曜、日曜、祝日、年末年始（１２月２９日～１月３日） 

所定外労働 所定外労働をさせることが〔☑有 □無〕→〔月１０時間程度〕 

休暇 

                            
  初年度６か月間継続勤務した場合〔１０日〕 

年次有給休暇                            
    勤続６か月以内の年次有給休暇・〔☑有 □無〕 

               有の場合 → 〔３か月経過で１日〕 

賃金 

基本賃金  □時間給  □日 給  ☑月 給  〔２００，０００円〕 
所定外労働等に対する割増率 
所定外 法定超（月６０時間以内）〔１２５％〕 
    法定超（月６０時間以上）〔１５０％〕 
休 日 法定休日 〔１３５％〕  法定外休日 〔１２５％〕 
深 夜      〔 ２５％〕 

賃金締切日支払日  〔末日〕締切 
          〔２５日〕支払（金融機関休業日に当たる場合は前営業日） 
賃金支払時に控除する費目 〔社会保険、税金               〕 
昇 給：〔☑有 □無〕〔時期等：能力等に準じ、６か月毎に団体規定内で昇給〕 
賞 与：〔□有 ☑無〕〔時期等：                    〕 
退職金：〔□有 ☑無〕〔                        〕 

退職に関す 
る事項 

１ 定年制（ ○有 （６５歳） 、 無 ） 
２ 継続雇用制度（ ○有 （７０歳まで） 、 無 ） 
３ 自己都合退職の手続（退職する１４日以上前に届け出ること） 
４ 解雇の事由及び手続 (規律違反等の場合、３０日以上前に通告) 

労働・社会 
保険の適用 

雇用保険、労働者災害補償保険、厚生年金保険、健康保険 
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雇用契約書（例） 
 

※ 以上のほかは、当団体就業規則による。 
 

令和○○年 ○月 ○日 
 

（名 称）特定非営利活動法人○○スポーツクラブ 
 

雇用主     （所 在 地）東京都港区○○２－８－３５ 
 

（代表者名）    ○ ○ ○ ○       
 
 

労働者    （住  所） 東京都港区○○１－１－１ 
     

（氏  名）    ○ ○ ○ ○   

雇用期間 
□期間の定め無し 令和  年  月  日から 
☑期間の定め有り 令和○○年 ４月 １日から令和○○年 ３月３１日まで 

                      更新可能性 〔☑有 □無〕 

職  務 クラブマネジャー（正） 

業務の内容 クラブのマネジメント、経理事務等 

就業場所 ○○クラブハウス内事務所 

就業時刻 
及び 

休憩時間 
基本就業時刻 ９時 ００分から １８時 ００分まで〔うち休憩時間６０分〕 

休日 土曜、日曜、祝日、年末年始（１２月２９日～１月３日） 

所定外労働 所定外労働をさせることが〔☑有 □無〕→〔月１０時間程度〕 

休暇 

                            
 初年度６か月間継続勤務した場合〔１０日〕 

年次有給休暇                            
   勤続６か月以内の年次有給休暇・〔☑有 □無〕 

              有の場合 → 〔３か月経過で１日〕 

賃金 

基本賃金  □時間給  □日 給  ☑月 給  〔２００，０００円〕 
所定外労働等に対する割増率 
所定外 法定超（月６０時間以内）〔１２５％〕 
    法定超（月６０時間以上）〔１５０％〕 
休 日 法定休日 〔１３５％〕  法定外休日 〔１２５％〕 
深 夜      〔 ２５％〕 

賃金締切日支払日  〔末日〕締切 
           〔２５日〕支払（金融機関休業日に当たる場合は前営業日） 
賃金支払時に控除する費目 〔社会保険、税金               〕 
昇 給：〔☑有 □無〕〔時期等：能力等に準じ、６か月毎に団体規定内で昇給〕 
賞 与：〔□有 ☑無〕〔時期等：                    〕 
退職金：〔□有 ☑無〕〔                        〕 

退職に関す 
る事項 

１ 定年制（ ○有 （６５歳） 、 無 ） 
２ 継続雇用制度（ ○有 （７０歳まで） 、 無 ） 
３ 自己都合退職の手続（退職する１４日以上前に届け出ること） 
４ 解雇の事由及び手続 (規律違反等の場合、３０日以上前に通告) 
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⑥ 会議費 
※ スポーツ振興くじ助成金「国際スポーツ会議開催事業」「国際競技大会開催助成
（大会開催事業）」のみ助成対象経費となります。 

 
（１）会議時に支給する飲料等 

会議費は、助成事業者以外の者（有識者等）を含む出席者による助成事業に関する各種
会議において、出席者に支給する飲食物に要する経費です。 
会議の開催時において支給する飲食物のうち、助成対象となるものは次に掲げるものと

します。 
ア 助成事業に係る会議 飲料（アルコール類を除く。） 
イ アの会議のうち、午前及び午後を通して 3時間以上実施するもの アの飲料及び弁
当（会議出席者に支給する日当（旅行雑費）に昼食代相当分が含まれている場合を除
く。） 

 
（２）会議出席者数の確認 

助成事業に係る会議を開催するに当たっては、会議構成員に会議開催の案内（会議出席
依頼）を行い、あらかじめ出席者数を確認する必要があります。 

 
（３）飲料等の購入（調達） 

会議開催時に支給する飲料は、（２）の人数確認後、物品供給契約により調達します。 
なお、飲料等の調達ではなく、ケータリングサービス等を利用する場合は、会議出席者

や提供時間帯等一定の仕様に基づいて適切に契約してください。また、その際の飲食物の
数量については会議出席者以下分の数量とし、提供した飲食物の内訳が分かる明細を添付
してください。 
※ 助成事業者が所有している飲料を当該会議で支給し、会議終了後に調達したものに
ついては対象となりません。 

※ 会議出席者以上分の数量の飲食物を提供した場合、その余剰分については対象とな
りません。 

※ 飲食の内容・数量等の内訳が確認できないものについては対象となりません。 
 
（４）議事録の作成 

会議終了後は、会議が開催されたことを証するため、次の事項について記載した議事録
を作成してください。（議事録のない会議に係る会議費は、助成対象外経費となります。） 

ア 日時及び開会時間 
イ 場所 
ウ 出席者全員の所属・氏名 
エ 議事内容 
オ その他必要事項 
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⑦ 委託費（事務委任） 
 
（１）委託について 

委託費は、助成事業の一部を第三者に委任して実施する業務に対する対価に要する経費
です。 
委託契約は、助成事業者が求める役務（サービス）の成果について、民間業者等に発注

して請け負わせる請負契約とは違い、当該業務の委任を受諾した者に自身の責任・管理の
もとで助成事業の一部を行わせることについて契約するものです。 
助成事業の実施に当たり、事業の一部を委任することにより、事業が効率的・効果的に

実施できると判断した場合は、当該業務が履行可能な第三者との委託契約により事業を実
施します。 
なお、委託契約の形態ではなく、実行委員会等の第三者に事業の一部を委任して実施し、

事業完了後に所要経費を精算し弁済する場合（以下「事務委任」といいます。）も、委託費
として整理してください。 
※ 委託契約により事業を実施する場合の流れ等については、下記（2）～（6）をご確 
認ください。 

※ 事務委任をする場合の実施手順（例）については、51ページをご確認ください。 
 
また、助成事業の一部を第三者に委任して実施する場合においても、第三者による助成

対象経費の支払は口座間の銀行振込を原則とします。 
 
（２）事業計画書（又は企画書）の徴取 

委託の実施に当たっては、あらかじめ当該役務の委託が可能な者に、役務の内容・履行
期限等を提示した上で、事業計画書（又は企画書）を徴取します。 
業者等による企画競争の場合は、ホームページによる公告の上、内容及び金額による総

合評価を行う等、助成対象経費の経済的・効率的執行に努めてください。 
 
（３）契約の締結 

（２）により徴取した事業計画書（又は企画書）により、当該役務の見積金額が妥当で
あると判断した場合は、当該金額を上限に委託契約を締結（契約書の作成）します。（委
託契約は、当該業務の内容が委託によるものであることを証する必要があるため、契約書
の作成は省略できません。） 
委託契約書の作成に当たっては、受託者が各助成金の要綱、要領及び本手引を遵守する

旨記載してください。 
 
（４）完了報告・精算 

（３）の委託契約により契約の相手方が業務の実施を完了した際は、完了報告書を受領
し、委託した業務の内容及びそれに要した経費について、支出を証する書類により委託金
の額を確定します。確認後は、検査調書を作成してください。 
なお、委託金の額の確定に当たっては、契約の相手方から、支出を証する書類の写しを

全て入手して確認してください。また、額の確定が困難な場合は、助成対象経費とは認め
られません。 
※ 委託先の収入総額が支出総額を上回る場合には、必ず委託金の精算（戻入）を行って
ください。（精算を行っていない場合は、確定しようとする助成金の額から収益分を減
じた額を確定額とします。） 
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※ 当センターからの助成金の額の確定後に、委託金額の確定額を変更することはできま
せん。 

 
（５）請求書の受理 

（４）の額の確定後、契約の相手方から請求書及び銀行振込依頼書（請求書に口座番号
が記載されている場合は省略可。）を受理します。 

 
（６）代金の支払（精算） 

（５）の請求書の受理後、契約の相手方の指定する銀行口座に代金を支払います。 
   ※ 額の確定前に概算払を行う場合は、委任先の事業計画書に応じた金額を支出します。

この場合、最終的に委託金額の精算が必要となります。 
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委 託 契 約 書（例） 

 

《委託者氏名》（以下「甲」という。）と《受託者氏名》（以下「乙」という。）は、次の

とおり委託契約を締結する。 

 

（実施する委託業務名等） 

第１条 甲は、乙に対し、次の委託業務の実施を委託するものとする。 

 (１) 委託業務名  

 (２) 委託業務の内容及び経費 （別添）業務計画書のとおり 

 (３) 委託期間 令和  年  月  日から令和  年  月  日 

（４）委託金額 ○，○○○，○○○円（うち消費税額及び地方消費税額○○，○○○円） 

（注）「消費税及び地方消費税の額」は、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２８

条第１項及び第２９条並びに地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７２条の８２

及び第７２条の８３の規定により算出したもので、委託費の限度額に１１０分の１０

を乗じて得た金額である。 

 

（委託業務の実施） 

第２条 乙は、法令及び本契約書に定めるもののほか、委託要項等及び業務計画書に基づき、

委託業務を実施しなければならない。当該計画が変更されたときも同様とする。 

 

（委託費の額） 

第３条 甲は、委託業務に要する費用（以下「委託費」という。）として、第１条（４）の金

額を超えない範囲内で乙に支払うものとする。 

２ 乙は、委託費を別添の業務計画書に記載された費目の区分に従って使用しなければならな

い。当該計画が変更されたときも同様とする。 

 

（契約保証金） 

第４条 契約保証金の納付は、免除する。 

 

（危険負担） 

第５条 委託業務の実施に関して生じた損害は乙の負担とする。ただし、乙の責めに帰すべき

事由によらない場合は、この限りでない。 

 

（第三者損害補償） 

第６条 乙は、委託業務の実施にあたり故意又は過失によって第三者に損害を与えたときは、

その賠償の責を負うものとする。 

 

（再委託） 

第７条 乙は、この委託業務の全部を第三者に委託してはならない。 

２ 乙は、この委託業務の一部を第三者に委託（以下「再委託」という。）しようとする場合

は、再委託先の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び金額（以下「再

委託に関する事項」という。）が記載された書面を提出し、甲の承認を受けなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、乙からあらかじめ提出された業務計画書等に、再委託に関する

【契約保証金を納付させる場合】  

（契約保証金） 

第４条 契約保証金の額は、○，○○○，○○○円とする。 
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事項が記載されている場合は、本契約の締結をもって前項に規定する甲の承認があったもの

とする。 

４ 乙は、再委託の相手方の変更等を行おうとする場合は、改めて第２項の規定により再委託

に関する事項が記載された書面を提出し、甲の承認を受けなければならない。ただし、再委

託の適正な履行確保に支障とならない軽微な変更を行おうとする場合は、再委託に関する事

項を記載した書面の届出をもって代えるものとする。 

５ 乙は、再委託した業務に伴う再委託の相手方の行為について、甲に対し全ての責任を負う

ものとする。 

６ 乙は、甲が契約の適正な履行の確保のため再委託の履行体制の把握に必要な報告等を求め

た場合にはこれに応じなければならない。 

 

（業務の変更） 

第８条 乙は、別添の業務計画書に記載された委託業務の内容又は経費の内訳を変更しようと

するときは、業務計画変更承認申請書を甲に提出し、その承認を受けるものとする。ただし、

経費の内訳の変更による費目間の彼此流用で、その流用額が各費目のいずれも○割未満（費

目の額の○割が○○万円未満の場合は○○万円）及び費目内の種別間の彼此流用の場合はこ

の限りではない。 

２ 甲は、前項の承認をするときは条件を附することができる。 

 

（業務の廃止等） 

第９条 乙は、委託業務を中止し又は廃止しようとするときは、その理由及びその後の措置を

明らかにして甲に申請し、その承認を受けるものとする。 

２ 甲は、前項の承認をするときは条件を附することができる。 

 

（委託業務完了（廃止）報告） 

第１０条 乙は、委託業務が完了又は前条第１項の規定に基づき委託業務の廃止の承認を受け

たときは、委託業務完了（廃止）報告書を作成し、完了又は廃止の承認の日から○○日以内

又は○月○日のいずれか早い日までに、甲に提出しなければならない。 

 

（検査） 

第１１条 甲は、前条の規定に基づく報告書の提出を受けたときは、業務の実施について検査

するものとする。 

 

（額の確定） 

第１２条 甲は、前条の検査終了後、委託業務に要した経費について調査を行い、委託費の額

を確定するものとする。 

２ 前項の確定額は、委託業務に要した実支出額に充当した委託費の額と第３条第１項に規定

する委託費の額のいずれか低い額とする。 

３ 甲は、第１項の額の確定後、乙に対して通知するものとする。 

 

（実地調査） 

第１３条 第１１条及び前条の検査又は調査の実施にあたっては、必要に応じ職員を派遣する

ものとする。 

 

（委託費の支払） 

第１４条 甲は、第１２条第１項の規定による額の確定後、乙に委託費を支払うものとする。 
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２ 委託費の支払いは、乙の請求に基づき行うものとし、このため乙は請求書を甲に提出する

ものとする。 

３ 甲は、第１項の規定に基づく前項の適法な請求書を受理した日から３０日以内にその支払

を行うものとする。 

４ 甲は、乙の請求により、必要があると認めるときは、第１項の規定にかかわらず、委託費

の全部又は一部を概算払することができる。 

 

（過払金の返還） 

第１５条 乙は、前条第４項によって既に支払を受けた委託費が、第１２条第１項により確定

した額を超えるときは、その超える金額について、甲の指示に従って返還するものとする。 

２ 乙は、前項の返還に際し、甲が定めた期限内に返還をしなかったときは、期限の翌日から返

還をする日までの日数に応じ、年利５％の割合により計算した延滞金を払わなければならない。 

 

 

 

【成果報告書の提出を求める場合】  

（成果報告） 

第１６条 乙は、第１２条第３項の通知を受けたときは、その日から起算して○○日以内に

又は委託業務の完了した日から○○日以内のいずれか早い日までに、委託業務成果報告書

○○部を甲に提出するものとする。 

【委託費により取得する設備備品等がある場合】 

（資産の管理及び財産権の移転） 

第１７条 乙は、委託業務を実施するため委託費により取得した設備備品等を善良なる管理

者としての注意義務を負って管理するものとする。 

２ 乙は、前項の場合にはその設備備品等には委託業務により取得したものである旨を標示

しなければならない。 

３ 乙は、設備備品等の財産権を委託費の額の確定後、甲の指示に従い甲又は甲の指定する

者に移転するものとする。ただし、甲は委託費の額の確定前においても設備備品等の財産

権を甲又は甲の指定する者に移転することができる。 

４ 乙は、取得した設備備品等を処分しようとする場合は、甲の承認を受けなければならない。 

【個人情報を取り扱う場合】 

（個人情報の取扱い） 

第１８条 乙は、甲が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報（生

存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述又は

個人別に付された番号、記号その他の符号により当該個人を識別できるもの（当該情報の

みでは識別できないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより当該個人を識

別できるものを含む。）をいう。以下同じ。）について、善良なる管理者の注意をもって

取り扱う義務を負うものとする。 

２ 乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合は、

この限りではない。 

 （１）甲が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報を第三者（再

委託する場合における再委託事業者を含む。）に提供し、又はその内容を知らせること。 

 （２）甲が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報について、こ

の契約の目的の範囲を超えて使用し、複製し、又は改変すること。 

３ 乙は、甲が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報の漏洩、滅

失、毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
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（成果の利用等） 

第１９条 乙は、委託業務によって得た研究上の成果（乙に帰属する知的所有権を除く｡ ）を

利用しようとするときは、成果利用承認申請書を甲に提出し、その承認を受けるものとする。

ただし、甲が特に認めたものについては、この限りではない。 

 

（委託業務の調査） 

第２０条 甲は、必要があると認めたときは、委託業務の実施状況、委託費の使途、その他必

要な事項について報告を求め、又は実地調査することができる。 

 

（契約の解除等） 

第２１条 甲は、乙が契約書に記載された条件に違反した場合、本契約の全部又は一部を解除

し、かつ既に支払った委託費の全部又は一部を返還させることができるものとする。 

 

（不正行為等に対する措置） 

第２２条 甲は、乙が、本契約の締結にあたり不正の申立てをした場合若しくは委託業務の実

施にあたり不正又は不当な行為（以下「不正等」という。）を行った疑いがあると思われる

場合、乙に対して調査を求め、その結果を報告させることができる。また、甲が必要がある

と認めるときは、乙に対して実地調査を行うものとする。 

２ 甲は、前項の結果、この契約に関する不正等が明らかになったときは、本契約の全部又は

一部を解除し、かつ既に支払った委託費の全部又は一部を返還させることができるものとする。 

 

（利息） 

第２３条 甲は、不正等に伴う返還金に利息を付すことができるものとする。利息については、

返還金にかかる委託費を乙が受領した日の翌日から起算し、返還金を納付した日までの日数

に応じ、年利５％の割合により計算した額とする。 

 

（属性要件に基づく契約解除） 

第２４条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本

契約を解除することができる。 

４ 甲は、必要があると認めるときは、所属の職員に、乙の事務所、事業場等において、甲

が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報の管理が適切に行わ

れているか等について調査をさせ、乙に対し必要な指示をすることができる。乙は、甲か

らその調査及び指示を受けた場合には、甲に協力するとともにその指示に従わなければな

らない。 

５ 乙は、甲が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報を、委託業

務完了後、廃止後、又は解除後速やかに甲に返還するものとする。ただし、甲が別に指示

したときは、その指示によるものとする。 

６ 乙は、甲が預託し又は本件業務に関して乙が収集若しくは作成した個人情報について漏

洩、滅失、毀損、その他本条に係る違反等が発生したときは、甲に速やかに報告し、その

指示に従わなければならない。 

７ 第１項及び第２項の規定については、委託業務を完了し、廃止し、又は解除した後であ

っても、なおその効力を有するものとする。 

【必要に応じて記載】 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除するときは、乙に対し、違約金として契約金額の１

００分の○○に相当する額を請求することができる。 
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（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団

体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力

団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第２５条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、

何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

 

（表明確約） 

第２６条 乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても

該当しないことを確約する。 

２ 乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）を下請負人等（下請

負人（下請が数次にわたるときは、全ての下請負人を含む。）、受任者（再委任以降の全て

の受任者を含む。）及び下請負人若しくは受任者が当該契約に関して個別に契約する場合の

当該契約の相手方をいう。以下同じ。）としないことを確約する。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第２７条 乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ

等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を

受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やか

に不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うもの

とする。 

 

（相手方に対する通知発効の時期） 

第２８条 文書による通知は、甲から乙に対するものにあっては発信の日から、乙から甲に対

するものにあっては、受信の日からそれぞれの効力を生ずる。 

 

（代表者変更等の届出） 

第２９条 乙は、その代表者氏名又は住所を変更したときは、その旨を文書により甲に遅滞な

く通知するものとする。 
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（書類の保管等） 

第３０条 乙は、委託業務の経費に関する出納を明らかにする帳簿を備え、支出額を費目毎に

区分して記載するとともに、甲の請求があったときは、いつでも提出できるよう、その支出

を証する書類を整理し、委託業務を実施した翌年度から１０年間保管しておくものとする。 

 

（秘密の保持等） 

第３１条 乙は、この委託業務に関して知り得た業務上の秘密をこの契約期間にかかわらず第

三者に漏らしてはならない。 

２ 乙は、この委託業務に関する資料を転写し、又は第三者に閲覧若しくは貸出ししてはなら

ない。 

 

（疑義の解決） 

第３２条 前各条のほか、この契約に関して疑義を生じた場合には、甲乙協議の上解決するも

のとする。 

 上記契約の証として、本契約書２通を作成し、双方記名押印の上各１通を保有するものとする。 

 

   令和  年  月  日 

 

 

              （甲）所在地 

                                  代表者 

                                    〈 氏 名 〉                

 

 

 

                           （乙）所在地 

                                  代表者 

                                    〈 氏 名 〉               

【スポーツ振興くじ助成以外の場合】 

第３０条 乙は、委託業務の経費に関する出納を明らかにする帳簿を備え、支出額を費目毎

に区分して記載するとともに、甲の請求があったときは、いつでも提出できるよう、その

支出を証する書類を整理し、委託業務を実施した翌年度から５年間保管しておくものとする。 
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（別 添） 

業 務 計 画 書（例） 

 

Ⅰ 委託業務の内容 

 

 １．業務題目 

      ※ 業務の趣旨・目的を明確かつ簡潔に記載 

 

 ２．業務の目的 

      ※ 業務の目的を具体的に記載 

 

 ３．業務の期間 

      ※ 原則、業務の開始予定年月日から終了予定年月日まで記載 

 

 ４．当該年度における業務実施計画 

※ 業務の趣旨・目的が達成されるために必要な課題を具体的に記載 

 

 ５．業務実施体制 

 

  

 

 

 

６．業務項目別実施期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７．再委託に関する事項 

 （１）再委託 

① 再委託の相手方の住所及び氏名 

② 再委託を行う業務の範囲 

③ 再委託の必要性 

④ 再委託金額  円 

 

 （２）履行体制に関する事項 

業務項目 実施場所 業務担当責任者 

   

   

業務項目 実施期間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 
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Ⅱ 委託業務経費 

    別紙委託経費内訳表のとおり 

 

 

Ⅲ その他 

 

 １．経理担当者（責任者及び事務担当者） 

 

  ※ 責任者については、本委託業務に係る経理責任者（必ず記入すること） 

    事務担当者は、実際に窓口となる者（必ず記入すること） 

氏  名 職  名 連絡先（TEL番号,FAX番号,ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ） 

（責任者） 

 

（事務担当者） 
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＜事業の一部を第三者に事務委任する場合の実施手順（例）＞ 
 
（例）スポーツ大会事業を主催する地方公共団体から実行委員会へ事務委任する場合 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
※ 委任先の実行委員会等が作成する収支決算報告（計画）書類及び会計帳簿は、センターが
指定する収支計算書（予算書）及び収支簿とは別の様式を用いること。（その際、センター
指定様式の収支簿と委任先が作成する会計帳簿の整合性が取れるよう会計処理を行うこと。） 

 
※ 委託先の収入総額が支出総額を上回る場合には、必ず委託金の精算（戻入）を行ってくだ
さい。（精算を行っていない場合は、確定しようとする助成金の額から収益分を減じた額を
確定額とします。） 

① 地方公共団体（助成事業者）は、実施要項（実施内容、期間、参加対象者、人数等）を
作成する。 

② 地方公共団体は、実行委員会（委任先）に対し、実施要項に基づいて事業計画書の作成
を依頼。 
※ 委任する事業に必要な経費のうち、実行委員会が助成対象経費として計上する経費の
基準等条件は、各助成金実施要領別表「助成対象経費の基準等」と一致させておくこと。 

③ 地方公共団体は、実行委員会の事業計画書を精査し、必要経費の上限額をもって委任す
る。（委託金額を決定する。） 
※ 必要に応じて、委託金額の概算払を行う。 

④ 実行委員会は事業を実施し、事業終了後、速やかに事業完了報告書を提出する。 
※ 経理関係書類（見積・納品・請求・振込伝票等）の作成・受領等は実行委員会名で行う。 

⑤ 地方公共団体は、実行委員会の事業報告書及び経理書類を精査し、所要経費の額を確定
の上、精算する。（実行委員会に実費弁償額を支払う。） 
※ 委託先の収入総額が支出総額を上回る場合には、必ず、委託金額の戻入を行う。 

⑥ 地方公共団体は、事務委任した部分を委託費として整理する。（一連の書類を内訳とし
て添付する。） 
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＜事業計画書の作成依頼（例）＞ 
 

令和  年  月  日  

 

○○実行委員会会長 殿 

 

  

  

       ○○県○○市長 

            ○ ○ ○ ○ 

 

 

令和○年度○○スポーツ大会事業に係る事業計画書の提出について（依頼） 

 

 

  当市では、このたび標記事業をスポーツ振興くじ助成事業として実施することとなりました。 

 つきましては、貴実行委員会に実施事業の委任をお願いしたくご協力方よろしくお願いします。 

 事業の実施に当たり、お手数ですが、別添実施要項及びスポーツ振興くじ助成金実施要領に

基づき別紙様式の事業計画書を作成し、○月○日までにご提出願います。 

 なお、提出された事業計画書を精査の上、貴実行委員会に委任します。 

 また、事業実施完了後は、所要経費の額の確定を行い精算となります。 

 

＜添付書類＞ 

  令和○年度○○スポーツ大会事業実施要項 

  スポーツ振興くじ助成金実施要領 
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＜事業計画書（例）＞ 
令和○年度○○スポーツ大会事業 事業計画書 

 

 実行委員会名 

 

開 催 日 時      

 令和○年○月○日（○）～○月○日（○） ○日間 

 

 

 

場   所 

 ○○市○○運動公園 

 ○○県○○市○○町○○○－○ 

 

 

 

参加対象者 

一般市民選手       ２，３００名 

招待選手            １０名 

 計            ２，３１０名 

 

 

 

計画の内容 

＜○月○日（第１日目）＞ 

  午前 

  午後 

  夜 

 

＜○月○日（第２日目）＞ 

  午前 

  午後 

  夜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所 要 経 費      別紙収支計画表のとおり 
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＜委任通知書（例）＞ 
 

 

令和  年  月  日  

 

 

  ○○実行委員会会長 殿 

 

 

       ○○県○○市長 

            ○ ○ ○ ○ 

 

 

令和○年度○○スポーツ大会事業の委任について（通知） 

 

 

  このことについて、貴実行委員会に下記のとおり委任しますのでよろしくお願いします。 

 なお、事業実施の際は、スポーツ振興くじ助成金実施要領に従い、遺漏のないよう十分ご留

意願います。 

 また、お手数ですが、別紙承諾書をご返送くださいますようお願いします。 

 

記 

 

 

委任金額  金○，○○○，○○○円 

 

委任期間  令和○年○月○日～令和○年○月○日 

 

実施内容  実施計画書のとおり 

 

そ の 他        事業実施後は、速やかに事業完了報告書及び支出証拠書類を提出する

こと。 
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＜承諾書（例）＞ 
 

 

令和  年  月  日  

 

 

承  諾  書 

 

 

○○県○○市長 殿 

 

 

        ○○実行委員会 

         会長 ○ ○ ○ ○ 

 

 

令和○年○月○日付けで委任のありました令和○年度○○スポーツ大会事業については、事

業計画書のとおり実施します。 
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＜事業報告書（例）＞ 
令和○年度○○スポーツ大会事業 事業完了報告書 

 

 実行委員会名 

 

開 催 日 時      

 令和○年○月○日（○）～○月○日（○） ○日間 

 

 

 

場   所 

 ○○市○○運動公園 

 ○○県○○市○○町○○○－○ 

 

 

 

参加対象者 

一般市民選手       ２，２４０名 

招待選手            １０名 

 計            ２，２５０名 

 

 

 

事業結果 

＜○月○日（第１日目）＞ 

  午前 

  午後 

  夜 

 

＜○月○日（第２日目）＞ 

  午前 

  午後 

  夜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所 要 経 費      別紙収支決算書のとおり 
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＜額の確定通知書（例）＞ 
 

 

令和  年  月  日  

 

 

 ○○実行委員会会長 殿 

  

  

       ○○県○○市長 

            ○ ○ ○ ○ 

 

 

令和○年度○○スポーツ大会事業の額の確定について（通知） 

 

 

  令和○年○月○日付けで委任しました標記事業については、下記のとおり委任金額の額を確

定しましたので通知します。 

 なお、未払金額については、指定口座にお支払いします。 

 

 

記 

 

 

確定金額  金○，○○○，○○○円  
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⑧ 補助金、交付金 
※ スポーツ振興くじ助成金「総合型地域スポーツクラブ創設支援事業」「総合型地域ス
ポーツクラブ自立支援事業」「総合型地域スポーツクラブマネジャー設置支援事業」「国
民体育大会冬季大会開催支援事業」「スポーツ国際貢献・協力活動事業」のみ助成対象
経費となります。 

 

（１）間接助成事業者に対する補助金等の交付について 
補助金及び交付金（これらに類するものを含む。以下「補助金等」といいます。）は、

間接助成事業者に対する補助金等の交付に要する経費です。 
 
（２）補助金等の交付要綱の作成 

間接助成事業者に対する補助金等の交付に当たっては、あらかじめ交付要綱を定める必
要があります。 
なお、補助金等の交付の際は、競技力要綱第 5条から第 22条又はくじ要綱第 5条から

第 23条までの規定に準じて条件を付さなければなりません。 
また、交付要綱の作成に当たっては、以下の点に留意して定めてください。 
○ 間接助成事業者に対する補助金等の補助割合を規定すること。 
○ 助成事業者が実績報告を行う際、助成事業に要した経費の収支に関する証拠書類と
ともに、間接助成事業者に交付する補助金等に係る補助対象経費の支出を証する書類
（競技力要領第 13条第 2号又はくじ要領第 13条第 2号に規定する書類）を提出す
ることとなること。 
※ 間接助成事業者による助成対象経費の支払についても、口座間の銀行振込を原則
とします。 

○ 助成事業者が作成した交付要綱に基づき助成事業外又は助成事業における対象外
経費に対しても補助金等を交付する場合は、実績報告時に助成対象経費と会計処理等
を明確に区分して報告する必要があること。（明確に区分されておらず、間接助成事
業者に交付する補助金等の額の確定が困難な場合は、助成対象経費として認められない
こと。） 

○ 支出を証する書類の保存制限期間中に間接助成事業者が解散する場合は、助成事業
者が当該書類を引き継いで保存すること。 

○ 補助対象事業の名称や内容が、スポーツ振興くじ助成の対象事業と合致しているか
確認できること。 

 
（３）補助金等の交付決定 

補助金等の交付決定は、（２）の補助金交付要綱に基づいて行ってください。 
なお、補助金等の交付要綱に競技力要綱第 5条から第 22条又はくじ要綱第 5条から第

23 条までの規定に準じた規定を盛り込まなかった場合は、交付決定の際、上記条件を付
さなければなりません。 

 
（４）補助金等の額の確定 

助成事業者は、間接助成事業者が当該事業を完了し実績報告を行った後、補助金等の額
の確定を行います。 
なお、補助金額等の額の確定に当たっては、間接助成事業者から、支出を証する書類の

写しを入手して確認してください。額の確定が困難な場合は、助成対象経費とは認められ
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ません。 
また、助成事業の実績報告は、助成事業終了後30日以内又は助成年度の翌年度の4月10日

までのいずれか早い日となっていることから、当センターに実績報告を行う際には、補助金等を
確定している必要があり、補助金確定通知書の写しを提出することが必須となります。 
 

（５）補助金等の交付（支払） 
（４）の額の確定後、確定額を間接補助事業者に交付（支払）します。 
なお、額の確定前に概算払を行う場合は、（２）の交付要綱に規定の上、間接補助事業

者の事業計画に応じた金額を支出します。この場合、額の確定後、精算が必要となります。 
当センターからの助成金の額の確定後に、補助金等の確定額の変更をすることはできま

せん。 
 

（６）その他 
総合型地域スポーツクラブ活動助成においては、助成金の額の確定を受けて補助金の額

の確定を行う必要がある場合は、（４）又は（５）にかかわらず、助成金が精算払される
までに、補助金の額を確定し、交付を完了させる必要があります。補助金の額の確定後、
補助金確定通知書の写しを速やかに当センターに提出してください。 
なお、助成事業者は、間接助成事業者に交付する補助金の額（決定時及び確定時）が、

助成事業の総事業費を上回らないよう、また、助成金の確定額を下回ることのないよう調
整してください。 
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⑨ 工事費、附帯設備費、設計監理費 
※ スポーツ振興くじ助成金「大規模スポーツ施設整備助成」「地域スポーツ施設整備
助成」のみ助成対象経費となります。 

 
（１）工事請負契約について 

工事請負契約を行うに当たっては、以下の規定等を参考にして適切に実施してください。 
なお、スポーツ団体に対する助成金の交付の決定に当たっては、助成金交付契約書を締結

し、原則として、競争（入札）により請負契約を締結することを義務づけています。 
○ 独立行政法人日本スポーツ振興センター契約事務取扱規程 
○ 独立行政法人日本スポーツ振興センター競争参加者の資格等に関する細則 
○ 文部科学省発注工事請負等契約規則 
○ 文部科学省工事請負契約基準 
 
また、スポーツ団体においては、工事請負契約を締結するに当たり、次の点に留意して

ください。 
〇 施設整備については、法人として決定を要する事項は、理事会等機関決定会議に諮っ
てください。それ以外の事項についても遺漏無く理事会等機関決定会議に報告してくだ
さい。 

 
※ 機関決定会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成してください。 
（１）日時及び場所 
（２）理事総数、出席者数及び出席者氏名 
（３）審議事項 
（４）議事の経過の概要及び議決の結果 
（５）議事録署名人の選任に関する事項 

 
また、議事録への署名・押印については、法務局や法律顧問等に確認するなどし

て、法令・定款等に沿って適切に対応するようにしてください。 
 

〇 スポーツ団体の代表者等議決権を有する構成員が役員をしている業者及びその親
族（二親等以内の血族、配偶者、一親等の姻族）が役員をしている業者については、
入札に参加させないようお願いします。 
また、代表者等議決権を有する構成員に建設請負業者や物品納入業者等が加わって

いる場合において、建設工事請負や物品納入等の契約を行おうとする場合には、当該
構成員は特別の利害関係を有することとなるため、利益相反防止の観点から、機関決
定会議における当該契約の入札参加基準等に係る議事の議決には加わることができ
ません。 
※ 当該機関決定会議において、当該構成員は議決権を有しません。（議事録に退場
した旨を明記してください。） 

 
 

機関決定会議で審査
する事項の例 

設計事務所の決定・入札の方法・指名競争入札の場合、指名業者の承認・
見積書提出期間の決定・施工業者の決定・契約決定等 

それ以外の事項の例  入札の予定価格の決定（契約担当者の権限であるため）等 
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（２）附帯設備費について 
※ 「大規模スポーツ施設整備助成」のみ助成対象経費となります。 

 
附帯設備費は、当該工事に附帯して整備する設備（交付要綱等に規定するものに限る。）

を調達する経費です。ただし、施設に常時固定して使用する物（エアコン、ブラインド等）
については、当該施設の附帯設備となります。（財産管理上は、当該施設の取得価額に計
上することとなります。） 
附帯設備費の調達に当たっては、30 ページ「３．③スポーツ用具費、備品費、消耗品

費」の手順に沿って行ってください。また、取得した設備は、63～66 ページ「４．財産
管理」により適切に管理する必要があります。 

 
（３）設計監理費について 

設計監理費は、（１）の工事に係る実施設計費及び工事の施工に係る設計監理に要する
経費です。自ら正確かつ詳細な設計図書の作成及び適切な工事監理ができる場合を除き、
原則として専門業者に業務を委託し、責任を持って当該業務を履行させてください。 
なお、助成対象経費の算出は、（１）の工事に係る助成対象経費と助成対象外経費との

比率により按分します。 
※ 施設の整備に対し求める仕様を、正確に提示できない場合は、受け取る側の認識に
ばらつきが生じることとなり、業務に係る経費を正確に算定できず、公正な価格競争
が確保されないこととなります。 
また、競争に参加する業者に対しては、必ず同一の仕様を提示する必要があります。

公正な競争が確保されていないと判断された場合は、事業の実施後であっても、交付
決定の取消しとなる場合がありますので、トラブルを防ぐためにも設計及び工事監理
については専門業者に業務を委託するよう努めてください。 

 
※ 助成年度の前年度以前に支出した経費は、原則助成対象経費となりません。 

 
（４）業者の選定について 

設計監理業者・工事施工業者の選定については、3者以上の入札の実施を原則とします。
（ホームページ等に入札公告を掲載する等してください。） 
ただし、以下の場合は、見積合わせで業者選定を行うことができるものとします。 
１ あらかじめ機関決定会議で発注内容（仕様）・見積書の提出期間を定めておくこと。 
２ 工事予定価格を契約担当者があらかじめ作成すること。 
３ 100万円以上の契約の場合、3者以上の見積書を徴収すること。（見積書の提出業
者間に親会社、子会社、親族企業等の関係があるものは認められません。） 

４ 提出期間中に提出のあった見積書を査定し、機関決定会議で施工業者を決定すること。 
※ 工事予定価格を超えた場合は、設計図書の見直しや、最低見積金額の提出施工業
者と契約金額の交渉をしてください。 

 
※ 設計監理業者及び工事請負業者については、代表者等議決権を有する構成員が役
員をしている業者及びその親族（二親等以内の血族、配偶者、一親等の姻族）が役
員をしている業者との契約は認められません。 

 
※ 設計監理業者及び工事請負業者は別業者としてください。設計監理業務を工事請
負業者内の一部門に請け負わせることは認められません。 
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■入札の大まかな流れ（一例） 

 
 
 
（５）工事の完了・検査 

工事契約により契約の相手方（施工業者）が債務を履行した際は、完了届を受領し、完
了の検査（検査調書の作成）を行ってください。 
※ 検査調書の作成は、100万円以下の契約の場合には、省略が可能です。 
 
助成事業者が工事の完了検査をした時点で、契約の相手方は、当該契約に係る債務の履

行を完了したことになります。 
 

（６）設計監理費・工事費の支払について 
助成金の適切な管理の観点から、設計監理費・工事費の支払は、銀行振込とします。助

成金等助成事業に係る収入の受入、業者への支払等は、助成事業専用口座から行ってくだ
さい。（地方公共団体を除く。） 

 
（７）その他 

契約の相手方及びその関係者から寄附金等の資金提供を受けることを禁止します。 
また、施設整備助成事業を行うスポーツ団体については、交付決定時に助成対象者と当

センターとの間で「助成金交付契約」を締結します。契約の締結に際しては、必ず機関決
定会議の承認を得ることとします。 

→ 整備する施設の仕様、整備内容の検討、決定（発注者） 
→ 基本設計、詳細設計、実施設計（設計事務所委託） 
→ 予定価格作成→入札公告（HPに掲載等）→設計図書、入札要綱等配布（発注者） 
→ 工事業者現地視察等→質疑応答（入札希望業者） 
→ 入札、開札→施工業者決定→工事請負契約締結→工事着工 
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４．財産管理 
（競技力要綱第 18 条及び第 19 条・競技力要領第 12 条、基金要綱第 19 条及び 20 条・基金要領第 12
条、競技強化要綱第 18 条及び 19 条・競技強化要領第 12 条、くじ要綱第 19 条及び 20 条・くじ要領
第 12条） 

 
（１）財産の管理等 

助成対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」といいます。）
は、助成事業の実施期間中はもとより、事業完了後においても善良な管理者の注意をもっ
て管理し、助成金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければなりません。 
上記に沿った管理・運用が行われていない場合は、助成金の交付決定を取り消し、助成

金の返還や加算金の納付を求める場合があります。（助成年度終了後も適用されます。） 
 
（２）財産処分の制限 

取得財産等のうち、不動産及びその従物並びに取得価格又は効用の増加した価格が 1個
又は 1組 50万円以上の設備、機械及び器具については、処分制限期間内において当セン
ターの承認なく助成金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付、又は担保に供して
はなりません。 
財産処分に当たっては、「独立行政法人日本スポーツ振興センター業務方法書第 6条及

び第 11 条に定める助成金に係る助成対象財産処分取扱要領」に基づき、適切に実施して
ください。 
なお、処分制限期間は、「補助事業者等が補助事業等により取得した財産の処分制限期

間（平成 14年文部科学省告示第 53号）」を準用します。 
主な処分制限期間は以下のとおりです。 
○ 店舗用、住宅用、寄宿舎用、宿泊所用、学校用又は体育館用の建物 
・鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造 47年 
・れんが造、石造又はブロック造 38年 
・金属造（骨格材の肉厚が 4mmを超えるもの） 34年 
・金属造（骨格材の肉厚が 3mmを超えるもの） 27年 
・金属造（骨格材の肉厚が 3mm以下のもの） 19年 
・木造又は合成樹脂造 22年 
・木骨モルタル造 20年 
（助成対象財産の処分期間例） 

助成対象財産 準用する名称等 処分制限期間 

クラブハウス 金属造（骨格材の肉厚が 4mm を超
えるもの） 34年 

クラブハウス 金属造（骨格材の肉厚が 3mm を超
えるもの） 27年 

 
○ 競技場用、運動場用、遊園地用又は学校用の構築物及び建物附属設備 
・ネット設備 15年 
・野球場、陸上競技場、ゴルフコースその他のスポーツ場の排水その他土工施設 30年 
・水泳プール 30年 
・その他のもの（児童用以外で主として木造のもの） 15年 
・照明設備を含む電気設備（その他のもの） 15年 
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（助成対象財産の処分期間例） 
助成対象財産 準用する名称等 処分制限期間 

暗渠排水設備 野球場、陸上競技場、ゴルフコースその他
のスポーツ場の排水その他土工施設 30年 

アリーナ床 その他のもの（主として木造のもの） 15年 

屋外照明設備 電気設備（照明設備を含む。）（その
他のもの） 15年 

○ 緑化施設及び庭園 
・その他の緑化施設及び庭園（工場緑化施設に含まれるものを除く。） 20年 
（助成対象財産の処分期間例） 

助成対象財産 準用する名称等 処分制限期間 
天然芝 その他の緑化施設及び庭園 20年 

○ その他の構築物 
・合成樹脂造のもの 10年 
（助成対象財産の処分期間例） 

助成対象財産 準用する名称等 処分制限期間 
人工芝 合成樹脂造のもの 10年 

ウレタン舗装 合成樹脂造のもの 10年 

○ 車両及び運搬具 
・自動車（二輪又は三輪自動車を除く。）（小型車及び貨物自動車以外） 6年 
（助成対象財産の処分期間例） 

助成対象財産 準用する名称等 処分制限期間 

マイクロバス 自動車（二輪又は三輪自動車を除
く。）（小型車及び貨物自動車以外） 6年 

○ 器具及び備品 
・電子計算機  4年 
・試験又は測定機器  5年 

○ 娯楽又はスポーツ器具及び興業又は演劇用具 
・スポーツ具  3年 
・その他のもの（主として金属製のもの） 10年 
・その他のもの（上記以外）  5年 

○ 機械及び装置 
・農業用設備  7年 
・林業用設備 5年 

    （助成対象財産の処分期間例） 
助成対象財産 準用する名称等 処分制限期間 
自走式芝刈機 農業用設備 7年 
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（３）財産管理台帳の作成・保存 
取得財産等の管理は、財産管理台帳（指定様式）により行います。 
財産管理台帳の作成に当たっては、以下の点に留意してください。 
○ 次に掲げる取得財産等は、財産管理台帳に記入すること。 
ア 大規模スポーツ施設整備助成及び地域スポーツ施設整備助成に係る財産 
イ 1個又は 1組の物品の取得価格が 50万円以上の物品 
※ 大型スポーツ用品の設置については、各競技規則等に基づいた規格の範囲で、
競技に必要な同一のスポーツ用品を 1 セットとして設置する物品も記入対象と
なります。 

ウ その他、管理が必要な取得財産等 
 
○ 取得財産等は、建物・構築物等にあっては処分制限年限別に、物品にあっては 1個、

1組又は 1セットずつ記入すること。 
 
（４）財産処分の申請・承認 

（２）の財産処分制限年限経過前に、当該取得財産等を処分する必要が生じたときは、
あらかじめ財産処分承認申請書（指定様式）を提出し、センターの承認を得る必要があり
ます。 
センターは、財産処分の承認に当たり、申請の内容により、以下の条件を付して承認を

行う場合があります。 
○ 当該取得財産等に係る助成金交付額に処分制限年限に対する残存年数の割合を乗
じて得た額（以下「条件額」という。）の納付 

        （例）財産処分制限年限 10年、助成金交付額 1,000万円、取得後 7年経過の場合の
納付額 

               1,000万円×（10年－7年）÷10年＝300万円 
 
○ 当該取得財産等を処分することにより収入がある場合における当該収入に助成割
合（助成金交付額を当該取得価格で除して得た割合）を乗じて得た額が条件額を上回
るときの差額の納付 

        （例）財産取得価格 1,500 万円、助成金交付額 1,000 万円、財産処分制限年限 10
年、取得後 7年経過の取得財産を売却するとき売却益見込額が 600万円の場合
の納付額 

               条件額 1,000万円×（10年－7年）÷10年＝300万円 
               算出額 600万円×（1,000万÷1,500万円）＝400万円 
               差 額 400万円－300万円＝100万円 

※この場合の納付総額は、400 万円（条件額と差額を合算した額）となります。 
 
なお、地方公共団体における財産処分の承認に当たっては、「補助金等適正化中央連絡

会議の決定事項の通知について（平成 20年 4月 10日付財計第 1087号補助金等適正化
中央連絡会議会長通知）」における補助金等適正化法第 22 条の規定に基づく各省各庁の
長の承認についてを準用し、概ね 10 年を経過した取得財産等について一定の要件のもと
に財産処分を行う場合については、助成目的を達成したものとみなすこととします。 
また、概ね 10年経過前であっても、災害による損壊等助成事業者の責に帰することの

できない事由による財産処分や市町村合併、地域再生等の施策に伴う財産処分についても
同様に取り扱うこととします。 
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（５）法人解散時の財産の帰属 
助成対象者となるスポーツ団体は、法人の定款において、解散時の残余財産の帰属先を

定める必要があります。取得財産等を残余財産として譲渡する場合は、譲渡先の法人等が、
取得財産等に係る助成区分及び助成事業細目における助成対象者の要件を満たす必要が
あります。 
※ 助成対象者とならない法人等への譲渡はできません。
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５．その他 
（１）関係書類の整理・保存 

助成事業の収支に関する証拠書類と同様に、収支に関する証拠書類以外の関係書類につ
いても、紙媒体で保存する場合には、作成・提出した順番に整理し、クリアファイルや封
筒に入れるのではなく、ファイルに綴じ込む等紛失の可能性の少ない方法で保存してく
ださい。 
収支に関する証拠書類以外の関係書類（作成した提出書類の電子媒体を含む。）を電

子データで保存する場合には、事業毎にフォルダを作成する等した上で、内容や性質が
類推可能となる適切な名称を設定して保存してください。 
（スポーツ振興くじ助成については助成年度の翌年度から 10 か年度、スポーツ振興く
じ助成以外については助成年度の翌年度から 5か年度、保管してください。） 
また、会計検査院等に当該書類の原本を提出する場合等、原本を保存することが困難で

ある場合は、その写しに「原本は会計検査院に提出」等の事由を記載の上、保存してくだ
さい。 
上記書類の保存制限期間中に助成事業者が解散する場合は、当センターにその旨を連絡

の上、解散する助成事業者の代表者が引き継いで保存してください。 
なお、収支に関する証拠書類以外の関係書類は、以下のとおりです。また、提出済原本

の写しを併せて保存してください。 
ア 交付申請時の提出書類の写し 
イ 交付内定通知書、交付決定通知書、額の確定通知書等センターからの通知・発送書
類の原本 

ウ 実施状況報告時の提出書類の写し 
エ 実績報告時の提出書類の写し 
オ ア～エ以外のセンターへの提出書類の写し 

 
※ 複数の事業について助成を受ける場合は、事業ごとに区別して整理・保管してください。 
 
※ センターによる実績報告書の確認後、収支簿等の提出書類に修正が生じた場合は、修
正後の提出書類についても、上記に倣い、紙媒体又は電子媒体にて適切に保存してくだ
さい。 

 
（２）監査の実施 

監事必置の団体（公益法人、一般財団法人、一般社団法人のうち理事会又は会計監査人
設置の法人及び特定非営利活動法人）は、監事による監査を必ず実施してください。 
また、監事による意見書、監査報告書等を必ず作成し、理事会の承認、定時社員総会へ

の報告と承認を行ってください。 
なお、監事必置ではない団体についても、会計の適正性を確認する者（地方公共団体が

委嘱した外部監査人、税理士等の団体外部の者等）による監査・確認を実施することが望
ましく、監査・確認を実施した場合は、理事会等への報告を併せて行ってください。 
また、経理担当と監査担当は、それぞれ別の者が行うよう、監査体制を明確にしてくだ

さい。 
 

※ 監査報告書等の作成に当たっては、法令等により規定されている監査を行った上で、
監査の方法や内容等、必要な事項を全て記載してください。 
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（３）複数の者による会計処理の把握 
助成事業に限らず、団体における日常の会計処理の実施に当たっては、会計担当者 1名

のみで処理を行わず、複数の者による確認、分担等を行い、団体における会計処理が継続
して適正に行われるよう、十分な事務処理体制を整備してください。 

 
（４）財務諸表への計上、承認及び公開状況 

１ 財務諸表への計上 
助成金の受入に当たっては、団体の財務諸表において、センターからの助成金を受け

入れていることが分かるようにしてください。 
 
２ 財務諸表の承認及び公開 
助成金額を計上した団体の財務諸表を、理事会等において承認した上で、主たる事務

所に備え置き、いつでも紙媒体又は電子媒体（PCモニタ上での紙面の表示等）で表示で
きる状況においてください。（地方公共団体においては、議会の承認後、住民に対して
公表してください。） 

 
（５）新型コロナウイルス感染症拡大防止対策経費の計上 

１ 助成対象経費の基準 
令和４年度のスポーツ振興くじ助成金、スポーツ振興基金助成金（アスリート助成を

除く。）及び競技強化支援事業助成金においても、新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策に係る経費（以下「コロナ対策経費」という。）を助成対象とすることとしていま
す。詳細については、くじ要領、基金要領及び競技強化要領の別表「助成対象経費の基
準等」をご参照ください。 
 
２ 対象経費の計上 
従来は原則助成対象外としていた、消耗品費（運営スタッフのマスク、フェイスシー

ルド、防護服等）や検査に係る経費（PCR検査の検査費等）等については、コロナ対策
経費の科目に計上してください。 
※ 備品に該当するような物品（消毒ゲート等）をコロナ対策経費に計上する際には、
事前にセンターにご相談ください。当該事業において購入する必要性が認められない
場合には、対象外経費となります。 


